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障害のある人もない人も 

お互いを尊重しながら共に支え合う 

自立と共生の地域社会をめざして 

 

平均年齢が比較的若い都市である本市においては、当面は人口増が見込まれており

ますが、令和 12(2030)年ころからは人口が減少する局面に入り、少子高齢化に伴う

超高齢社会の到来や生産年齢人口の減少が想定されています。 

今後、地域におけるケアや支援の担い手不足が見込まれる中、人口増加率を大きく上

回るペースで増えている障害のある方の生活を支えるとともに、誰もが住み慣れた地

域や自らが望む場で安心して暮らし続けることができる地域の実現に向けて、「地域包

括ケアシステム」の構築が非常に重要な役割を果たすものと考えております。 

そのため、本市では、地域のつながりを基盤としながら、誰もが助け合い・支え合い、

違いを個性としてとらえる「寛容と互助」の社会づくりに取り組んでおります。 

このような取組を推進するため、令和６(2024)年度以降における障害福祉施策の総

合計画として、「障害のある人もない人も、お互いを尊重しながら共に支え合う、自立

と共生の地域社会の実現」を基本理念とする「第５次かわさきノーマライゼーションプ

ラン（改定版）」を策定いたしました。 

本市では、この計画に掲げる「育ち、学び、働き、暮らす」、「地域とかかわる」、「や

さしいまちづくり」の３つの基本方針に基づき、多様なニーズに対応するための包括的

な支援体制（地域リハビリテーション）の構築や誰もが安心・安全で生活しやすいまち

づくりの推進など、様々な施策に取り組んでまいります。 

本市は、今年、市制 100 周年という歴史的な節目を迎えます。これまで本市の障害

者施策の発展に貢献いただいた先人の努力や功績に感謝するとともに、この計画にお

いても、多様性を認め合い、つながり合うことの重要性を再認識しながら、引き続き、

「成長」と「成熟」の調和する「最幸のまち かわさき」の実現に向けて取り組んでま

いりますので、皆様の御理解と御協力をお願いいたします。 

 

 

令和６年３月 

川崎市長 
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ノーマライゼーションとは 

障害のある人が障害のない人と同じ生活を地域社会で共に送ることができる社会

を目指していこうとする理念です。 

本市においても、障害のある人の人権、価値、尊厳は他の人と同じであることを踏

まえ、このノーマライゼーションの理念に基づき、「障害のある人もない人も、お互い

を尊重しながら共に支え合う、自立と共生の地域社会の実現」を目指しています。 
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第１部 １ 計画の位置付け 

１ 計画の位置付け 
 

（１）計画の性格 

この計画は、障害者基本法に基づく市町村障害者計画と、障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者総合支援法」という。）に基づく市町

村障害福祉計画、及び児童福祉法に基づく市町村障害児福祉計画にあたります。 

このうち障害者計画は、障害福祉に関する施策の方向性についての基本的な計画であ

り、これに対して障害福祉計画及び障害児福祉計画は、重点的に取り組む目標や、各年度

におけるサービスごとの必要な見込量などを定めるものです。 

本市では、障害者計画と障害福祉計画、障害児福祉計画を一体的に策定することによ

り、障害福祉施策全体を計画的に推進しています。 

 

 

（２）計画期間 

障害者計画は令和３(2021)年度から令和８(2026)年度までの６か年計画ですが、障

害福祉計画及び障害児福祉計画は令和３(2021)年度から令和５(2023)年度までと令

和６(2024)年度から令和８(2026)年度までの３か年ごとの計画となっています。 

そのため、計画期間の３年目には、令和６(2024)年度以降の障害福祉計画及び障害児

福祉計画を新たに定めるとともに、国における社会保障制度改革の動向や、本市の障害

福祉施策を取り巻く状況の変化等を踏まえ、計画全体の見直しを行いました。 

 

 

 

 

 

  

第５次かわさきノーマライゼーションプラン 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） 

中間見直し 

社会保障制度改革の動向 

社会情勢の変化等 

障 害 者 計 画 

第２期障害児福祉計画 第３期障害児福祉計画 

第６期障害福祉計画 第７期障害福祉計画 
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第１部 １ 計画の位置付け 

（３）他の計画との関係 

この計画は、「川崎市総合計画」の下に位置付けられ、「川崎市地域包括ケアシステム推

進ビジョン」を上位概念とするとともに、「川崎市・各区地域福祉計画」のほか、保健、

医療、福祉、教育、住宅など関連する計画と連携しながら、障害のある方が住み慣れた地

域で安心して暮らし続けられる社会の実現を目指して策定しました。本計画の施策を展

開するにあたっては、地域福祉計画をはじめ関連する計画とも連携を図りながら、取組

を推進します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

か
わ
さ
き
教
育
プ
ラ
ン 

川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン 

関連計画 

川崎市総合計画 

他
の
関
連
計
画
等 

（
川
崎
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
・ 

介
護
保
険
事
業
計
画
） 

か
わ
さ
き
い
き
い
き
長
寿
プ
ラ
ン 

（
川
崎
市
障
害
者
計
画
・
障
害
福
祉
計
画
・ 

障
害
児
福
祉
計
画
） 

か
わ
さ
き
ノ
ー
マ
ラ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン 

川
崎
市
子
ど
も
・
若
者
の
未
来
応
援
プ
ラ
ン 

川
崎
市
自
殺
対
策
総
合
推
進
計
画 

（
川
崎
市
健
康
増
進
計
画
・
食
育
推
進
計
画
） 

か
わ
さ
き
健
康
づ
く
り
・
食
育
プ
ラ
ン 

か
わ
さ
き
保
健
医
療
プ
ラ
ン 

川
崎
市
住
宅
基
本
計
画 

 

川
崎
市
・
各
区
地
域
福
祉
計
画 

 

川崎市成年後見制度 
利用促進計画 



 

5 

第１部 ２ これまでの計画の進捗状況 

２ これまでの計画の進捗状況 
 

（１）これまでの計画の推移 

 

●障害福祉基本構想〔昭和56(1981)年～平成３(1991)年〕 

 

基本的な考え方 

①障害者の自立のための援助の体系化 

②社会参加の方策の検討 

③市民各層への障害者問題に対する正しい理解と認識の醸成 

 

主な取組 

・生涯授産構想、総合リハビリテーションシステム、重度障害者センターなどの整備の提案 

・養護学校卒業生対策として、重度対応型デイサービス施設などの整備 

 

 

次期計画への課題 

・障害の重度・重複化や高齢化の進展、地域援助へのニーズの変化、人権擁護と生活の質の向上

など、時代の変化に対応した豊かな地域生活のための総合的な地域支援システムの構築 

・障害者の主体性・自立性の尊重、社会活動への積極的な参加など、その能力が十分発揮できる

ような施策の整備 

・「障害者基本法」（平成５(1993)年策定）の精神を反映した障害者施策の推進 
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第１部 ２ これまでの計画の進捗状況 

●かわさきノーマライゼーションプラン〔障害者保健福祉計画〕 

〔平成９(1997)年～平成 22(2010)年〕 
 

基本的な考え方 

①ノーマライゼーションの実現と障害者の社会的自立の促進 

②障害者の参画の推進と権利の擁護 

③障害者を含む全ての市民のための施策の推進 
 
 

主な取組 

・地域支援サービスの推進 

・総合リハビリテーションシステムの構築 

・高齢社会に対応した障害者施策の推進 

・精神障害者支援の推進 

 

 

次期計画への課題 

・福祉の対象を「救貧的な対象から普遍的な対象へ」と拡大し、福祉サービスを自ら選択できる

仕組みを基本とする利用者本位の福祉制度の確立が行われたことへの対応 
 
 

●新かわさきノーマライゼーションプラン〔障害者保健福祉計画〕 

〔平成 16(2004)年～平成 22(2010)年〕 
 

基本的な考え方 

①地域での自立した生活の推進 

②利用者主体（自己選択、自己決定）の支援 

③やさしいまちづくりの支援 
 
 

主な取組 

・利用者支援システムの構築 

・総合的な地域リハビリテーションシステムの構築 

・精神障害者支援の推進 

・就労の促進 

・高齢社会に対応した障害者施策の推進 
 
 

 

次期計画への課題 

・障害者自立支援法の施行状況の的確な把握と障害者施策全体に与えた影響についての検証 

・発達障害等、配慮を必要とする人への支援手法の確立や専門的知識を持った人材の確保 

・障害そのものに対する理解促進とできる限り早い段階からの適切な支援の実施 

・障害者雇用の促進 

・全ての人が利用しやすい環境づくりを目指すユニバーサルデザインの考え方を実現するための 

取組の推進  
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第１部 ２ これまでの計画の進捗状況 

●第３次かわさきノーマライゼーションプラン 

〔平成 21(2009)年～平成 26(2014)年〕 

 

基本的な考え方 

①育ち、学び、働き、暮らす 

②地域でふれあい、支え合い 

③やさしいまちづくり 
 
 

主な取組 

・地域生活支援の充実 

・地域生活への移行支援 

・就労に向けた支援 

・新たな在宅福祉施策 

 

 

次期計画への課題 

・障害者の増加・多様化 

・加齢に伴う障害の重度化・重複化への対応 

・親亡き後を見据えた、障害者が地域生活を継続するための支援策の展開 

・平成28(2016)年４月施行の障害者差別解消法への着実な対応 

 

※第３次かわさきノーマライゼーションプランは、当初平成 21(2009)年～平成 25(2013)年までの計画期間としてい

たものを、第３期障害者福祉計画（平成 24(2012)年～平成 26(2014)年）の終期に合わせ 1年延長するととともに、

障害者基本法の改正等を踏まえて、平成 23(2011)年度に改定しています。 

 

●第４次かわさきノーマライゼーションプラン 

〔平成 27(2015)年～令和２(2020)年〕 

 

基本的な考え方 

①ライフステージに応じた総合的な支援体制の構築 

②多様な主体の参画による地域で支え合う社会の実現 

③誰もが安心・安全で生活しやすいまちづくりの推進 

 

主な取組 

・あらゆる障害に対応した相談支援体制の構築 

・多様な住まい方と場の確保 

・多様なニーズに対応する短期入所の充実 

・日中活動の場の確保 

・地域生活支援の充実 

・自立に向けた就労支援 

・障害者の権利を守る取組（障害者差別解消法等に基づく取組の推進）  
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第１部 ２ これまでの計画の進捗状況 

（２）計画の進捗状況 

第４次かわさきノーマライゼーションプランは、国の制度改正や本市の障害福祉施策

を取り巻く状況の変化等を踏まえた中間見直しを行い、平成 30(2018)年３月に改定版

を策定しました。 

第４次かわさきノーマライゼーションプラン改定版に基づく平成 30(2018)年度か

ら令和２(2020)年度における主な取組は以下のとおりです。 

 

視点Ⅰ ライフステージに応じた総合的な支援体制の構築 

・各区地域みまもり支援センターや障害者相談支援センター等における総合的な相談支援 

・発達相談支援センターや高次脳機能障害地域活動支援センター等における専門支援 

・専門的な支援を提供する地域リハビリテーションセンターの整備 

・地域療育センターを中心とした障害児に対する切れ目のない支援 

・短期入所による在宅支援や日中活動の場の確保などの多様な地域生活支援 

・地域生活支援拠点（多機能拠点整備型）の整備 

・グループホームの基盤整備や特別養護老人ホームにおける高齢障害者の受入体制整

備などの多様な住まいの支援 

・福祉施設から一般就労への移行促進や、川崎就労定着プログラム（Ｋ－ＳＴＥＰ）

の運用等による職場定着機能の強化などの雇用・就労支援 

・医療的ケアが必要な障害児・者に対する支援 

・各種研修等による人材育成・確保 

視点Ⅱ 多様な主体の参画による地域で支え合う社会の実現 

・障害者虐待防止法や障害者差別解消法などに基づく障害者の権利を守る取組の推進 

・「心のバリアフリー」や「かわさきパラムーブメント」の推進 

・スポーツや文化芸術等の社会参加の促進 

・多様な地域団体との連携や当事者支援の推進など、多様な支え合い体制の構築 

視点Ⅲ 誰もが安心・安全で生活しやすいまちづくりの推進 

・公共施設や公共交通機関等のハード面におけるバリアフリー化の推進 

・情報アクセシビリティの向上などのソフト面におけるバリアフリー化の推進 

・災害情報の提供や避難所の円滑な運用に向けた検討など、災害時対策の強化 

 

 

 

 

  

第５次かわさきノーマライゼーションプラン改定版における主な課題は、第５部（86～

91 ページを参照。 

第５次かわさきノーマライゼーションプランにおける各事業の進捗状況は、第５部（100

～238 ページ）を参照。 
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第１部 ３ 計画の策定体制 

３ 計画の策定体制 

計画の策定にあたっては、川崎市障害者施策審議会（障害者基本法に基づき設置する

審議会）や、本審議会の専門部会である計画策定委員会において検討しました。各会議体

の委員は、学識経験者や障害関連団体、障害当事者など幅広い関係者で構成しており、多

様な意見や視点を取り入れながら計画を策定しました。 

また、障害者総合支援法の規定に基づき川崎市地域自立支援協議会の意見を聴くとと

もに、生活ニーズ調査、団体ヒアリング、パブリックコメント等を行うことで、支援ニー

ズを的確に把握し、多様な市民意見を計画に反映するよう努めました。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

川崎市障害者施策審議会 

（295～297 ページを参照） 

計画策定委員会 

（298 ページを参照） 

 

 

 

ニーズ調査等の実施 

（22～43 ページを参照） 

専門的な意見の

反映 

 

 

 障害関連団体への 

ヒアリング 

（44～47 ページを参照） 

川崎市地域自立支援 

協議会からの意見 

（48～51 ページを参照） 

パブリックコメント 

（299 ページを参照） 

市民説明会 

（299 ページを参照） 

市民意見の 

反映 

支援ニーズの 

把握 

第５次ノーマライゼーションプラン改定版の策定 
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第１部 ４ 計画の推進体制 

４ 計画の推進体制 
 

（１）計画の推進体制及び普及啓発 

障害保健福祉部局をはじめ、医療、福祉、教育、まちづくりなどの関係部局相互の連携

を図りながら、本計画に基づき、障害福祉施策全体を計画的に推進します。また、市ホー

ムページ等を通じて、本市の障害福祉施策の考え方や内容について、広く市民に周知し

ます。 

 

 

（２）計画の進捗管理 

本計画の進捗管理にあたっては、「計画（Plan）」「実行（Do）」「評価（Check）」「改

善（Act）」の「PDCA サイクル」に基づき、評価と見直しを行います。 

年度ごとに各施策の進捗状況や目標の達成状況等について整理・確認するとともに、

その結果を障害者施策審議会において点検・評価します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
●施策の方向性や内容の決定 

●重点目標やサービス見込量の設定 

 

●施策の進捗状況や成果の確認 

●重点目標等の達成状況の確認 

 
●計画に基づく施策の推進 

 
●評価結果を踏まえ、施策の方向性

や目標等を見直し 

実行 Do 

評価 Check 

改善 Act 

計画 Plan 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 

川崎市における障害児・者の状況 
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第２部 １ 障害児・者数と支援体制 

１ 障害児・者数と支援体制 
 

（１）人口と障害児・者数の推移 

本市の人口は、障害者自立支援法が施行された平成 18(2006)年４月１日においては

約 130 万人でしたが、令和５(2023)年４月１日現在では約 154 万人となっており、

この間の増加率は 15.7％となっています。 

一方、平成 18(2006)年４月１日から令和５(2023)年４月１日までの各障害者手帳

所持者数の推移をみると、身体障害では 33.6％、知的障害では 126.3％、精神障害で

は 274.4％増加しており、いずれも人口増加率を大きく上回っています。 

 
 

人口と各障害者手帳所持者数の推移 
単位：人 

区分 
平成18年 

(2006年) 

令和５年 

(2023年) 
増加率 

川崎市人口 1,332,035 1,541,640 15.7％ 

身体障害（身体障害者手帳） 27,667 36,964 33.6％ 

知的障害（療育手帳） 5,483 12,406 126.3％ 

精神障害（精神障害者保健福祉手帳） 4,330 16,212 274.4％ 

計 37,480 65,582 75.0％ 

※各年４月１日現在 

※身体障害・知的障害は健康福祉局障害福祉課調べ 

※知的障害は判定のみ受けて療育手帳を所持していない方も含む 

※精神障害は健康福祉局総合リハビリテーション推進センター調べ 

 

 

人口と障害者手帳所持者の増加率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.2 
0.0 

0.2 

1.3 1.3 

2.2 

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

R02～R03

(2020～2021)

R03～R04

(2021～2022)

R04～R05

(2022～2023)

(％）

人口 障害者手帳所持者
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第２部 １ 障害児・者数と支援体制 

障害者手帳所持者数の年齢別内訳〔令和５(2023)年４月１日現在〕 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

身体障害児・者数の推移（年齢階層別） 

 

 

 

 

 

 

 

※各年４月１日現在の身体障害者手帳所持者数 健康福祉局障害福祉課調べ 

 

知的障害児・者数の推移（年齢階層別） 

 

 

 

 

 

 
 

※各年４月１日現在の療育手帳所持者数（判定のみ受けている方も含む）健康福祉局障害福祉課調べ 

 

精神障害児・者数の推移（年齢階層別） 

 

 

 

 

 

 
 

※各年４月１日現在の精神障害者保健福祉手帳所持者数 健康福祉局総合リハビリテーション推進センター調べ 

786 920 907 880 875 

11,318 11,084 11,239 11,124 11,051 

20,049 
25,575 25,634 25,273 25,038 

32,153 

37,579 37,780 37,277 36,964 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H22.4
(2010)

R02.4
(2020)

R03.4
(2021)

R04.4
(2022)

R05.4
(2023)

65 歳以上 

18 歳以上 

65 歳未満 

18 歳未満 

65 歳以上 

18 歳以上 

65 歳未満 

18 歳未満 

65 歳以上 

18 歳以上 

65 歳未満 

18 歳未満 

（人） 

45 219 229 251 300 

5,136 

11,730 11,887 12,700 13,764 900 

2,003 1,989 2,039 
2,148 

6,081 

13,952 14,105 14,990 
16,212 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H22.4

(2010)

R02.4

(2020)

R03.4

(2021)

R04.4

(2022)

R05.4

(2023)

（人） 

総数 65,582 人（人口の 4.3％） 
うち 18 歳未満 8.3％ 
うち 18 歳以上 65 歳未満 49.5％ 
うち 65 歳以上 42.2％ 

2,427 3,799 3,753 3,950 4,241 
4,190 

6,730 7,197 7,442 7,652 

186 

448 470 487 513 

6,803 

10,977 11,420 11,879 12,406 

0

5,000

10,000

15,000

H22.4

(2010)

R02.4

(2020)

R03.4

(2021)

R04.4

(2022)

R05.4

(2023)

（人） 

身体障害 

36,964 人 
知的障害 

12,406 人 

精神障害 

16,212 人 

18 歳未満 
875 人（2.4％） 

18 歳～64 歳 
11,051 人 
（29.9％） 

65 歳以上 
25,038 人（67.7％） 

18 歳未満 
4,241 人 
（34.2％） 

18 歳～64 歳 
7,652 人（61.7％） 

65 歳以上 
513 人（4.1％） 

18 歳～64 歳 
13,764 人（84.9％） 

65 歳以上 
2,148 人 
（13.2％） 

18 歳未満 
300 人（1.9％） 
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第２部 １ 障害児・者数と支援体制 

2,027 2,179 2,219 2,236 2,246 2,238 
2,384 2,757 3,349 3,406 3,456 3,462 
361 403 466 475 477 478 

15,315 
17,491 18,462 18,217 17,609 17,152 

7,580 

9,323 

13,083 13,446 13,489 13,634 
27,667 

32,153 

37,579 37,780 37,277 36,964 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H18.4

(2006)

H22.4

(2010)

R02.4

(2020)

R03.4

(2021)

R04.4

(2022)

R05.4

(2023)

（人）

内部障害 

肢体不自由 

音声等障害 

聴覚等障害 

視覚障害 

軽度 

重度 

（２）身体障害 

肢体不自由の方が最も多く、次いで内部障害、聴覚等障害、視覚障害、音声等障害の順

となっています。増加率が最も高いのは内部障害で、平成 18(2006)年から令和５

(2023)年までの 17 年間で 79.9％増加しています。 

また、総数も令和５(2023)年には平成 18(2006)年の約 1.3 倍となっています。 

 
身体障害者手帳所持者数（障害種類別） 

単位：人 

区分 総数 視覚障害 
聴覚等 

障害 

音声等 

障害 

肢体 

不自由 
内部障害 

再掲 

18歳未満 18歳以上 

総数 36,964 2,238 3,462 478 17,152 13,634 875 36,089 

構成比（％） 100.0 6.1 9.4 1.3 46.4 36.9 2.4 97.6 

※令和５(2023)年４月１日現在、健康福祉局障害福祉課調べ   

 
身体障害者手帳所持者数（障害種類別・等級別） 

単位：人 

区分 総数 視覚障害 聴覚等障害 音声等障害 肢体不自由 内部障害 

総数 36,964 2,238 3,462 478 17,152 13,634 

１級 13,566 714 57 3 3,692 9,100 

２級 5,655 802 783 25 3,830 215 

３級 5,060 109 355 252 2,887 1,457 

４級 8,745 184 1,003 198 4,498 2,862 

５級 1,720 320 18  1,382  

６級 2,218 109 1,246  863  

※令和５(2023)年４月１日現在、健康福祉局障害福祉課調べ 

 
身体障害者手帳所持者数の推移（障害種類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※各年４月１日現在、健康福祉局障害福祉課調べ 

  



 

16 

第２部 １ 障害児・者数と支援体制 

（３）知的障害 

等級別でみると、Ｂ２（軽度）の方が全体の約５割と最も多く、次いでＢ１（中度）、

Ａ２（重度）、Ａ１（最重度）の順となっています。増加率が最も高いのはＢ２（軽度）

で、平成18(2006)年から令和５(2023)年までの17年間で約3.6倍となっています。 

また、総数も令和５(2023)年には平成 18(2006)年の約 2.3 倍となっています。 

 
知的障害児・者数（等級別） 

単位：人 

区分 総数 
Ａ１ 

（最重度） 

Ａ２ 

（重度） 

Ｂ１ 

（中度） 

Ｂ２ 

（軽度） 

総数 12,406 1,911 2,122 2,636 5,737 

構成比（％） 100.0 15.4 17.1 21.2 46.2 

再

掲 

18歳未満 4,241 471 556 667 2,547 

18歳以上 8,165 1,440 1,566 1,969 3,190 

※令和５(2023)年４月１日現在の療育手帳所持者数（判定のみ受けている方も含む） 

健康福祉局障害福祉課調べ 

 

 
知的障害児・者数の推移（等級別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年４月１日現在の療育手帳所持者数（判定のみ受けている方も含む） 

健康福祉局障害福祉課調べ 

 

 

 

 

 

 

  

1,187 1,367 1,839 1,858 1,885 1,911 
1,294 1,509 

1,993 2,045 2,076 2,122 1,423
1,645 

2,405 2,470 2,555 2,636 
1,579

2,282 

4,740 5,047 5,363 5,737 

5,483

6,803 

10,977 
11,420 

11,879 
12,406 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H18.4

(2006)

H22.4

(2010)

R02.4

(2020)

R03.4

(2021)

R04.4

(2022)

R05.4

(2023)

(人）

Ｂ２ 

Ｂ１ 

Ａ２ 

Ａ１ 
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第２部 １ 障害児・者数と支援体制 

631 827 1,032 1,017 1,036 1,035 

2,655 3,350 

7,665 7,781 8,319 8,979 

1,044 
1,904 

5,255 5,307 
5,635 

6,198 

4,330 

6,081 

13,952 14,105
14,990

16,212

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H18.4

(2006)

H22.4

(2010)

R02.4

(2020)

R03.4

(2021)

R04.4

(2022)

R05.4

(2023)

(人）

（４）精神障害 

等級別でみると、２級（中度）の方が５割を超えて最も多く、次いで３級（軽度）、１

級（重度）の順となっています。また、総数は、令和５(2023)年には平成 18(2006)

年の約 3.7 倍となっています。これは、うつ病や認知症などの多様な精神疾患患者が増

加していることや、精神疾患に関する社会的認知が進み、医療を受けやすい環境になっ

てきたことなどが理由として考えられます。 

また、自立支援医療（精神通院医療）認定者数も年々増加しており、令和５(2023)年

には平成 18(2006)年の約 2.3 倍となっています。 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者数（等級別） 
単位：人 

区分 総数 
１級 

（重度） 

２級 

（中度） 

３級 

（軽度） 

総数 16,212 1,035 8,979 6,198 

構成比（％） 100.0 6.4 55.4 38.2 

※令和５(2023)年４月１日現在、健康福祉局総合リハビリテーション推進センター調べ 

 
精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（等級別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年４月１日現在、健康福祉局総合リハビリテーション推進センター調べ 

 
 

自立支援医療（精神通院医療）認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※各年４月１日現在、健康福祉局国民年金・福祉医療課調べ  

３級 

２級 

１級 

12,437 13,508 

24,783 

28,709 
27,003 

28,412 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H18.4

(2006)

H22.4

(2010)

R02.4

(2020)

R03.4

(2021)

R04.4

(2022)

R05.4

(2023)

(人）
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第２部 １ 障害児・者数と支援体制 

（５）発達障害 

平成 28(2016)年に厚生労働省が行った「生活のしづらさなどに関する調査（全国在

宅障害児・者等実態調査）」の結果によると、医師から発達障害と診断された者の数（本

人・家族等からの回答に基づく推計値）は全国で 481,000 人と推計されており、人口

比で換算すると、本市では約 6,000 人と推計されます。 
 

発達障害とは 

発達障害者支援法では、『発達障害は自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障

害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が

通常低年齢において発現するもの』と定義されています。 

発達障害のある方は、コミュニケーションや対人関係をつくるのが苦手な傾向がありま

す。また、複数の障害が重なって現れることもあり、年齢や生活環境などによっても症状

は異なります。発達障害は多様であることに留意し、一人ひとりに合った支援が必要です。 

 

 

 

 

（６）高次脳機能障害 

平成 28(2016)年に厚生労働省が行った「生活のしづらさなどに関する調査（全国在

宅障害児・者等実態調査）」の結果によると、医師から高次脳機能障害と診断された者の

数（本人・家族等からの回答に基づく推計値）は全国で 327,000 人と推計されており、

人口比で換算すると、本市では約 4,100 人と推計されます。 
 

高次脳機能障害とは 

脳の損傷によって引き起こされる記憶障害、注意障害、遂行機能障害、社会的行動障害

などの認知障害を特徴とし、日常生活や社会生活に支障をきたす障害のことをいいます。 
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第２部 １ 障害児・者数と支援体制 

（７）ひきこもり 

令和４(2022)年 11 月に、10 歳から 69 歳の方を対象として内閣府が行った「こど

も・若者の意識と生活に関する調査」の結果を基に人口比で換算すると、本市における広

義のひきこもり状態の方は、15 歳から 39 歳の年齢区分で約 10,000 人、40 歳から

64 歳の年齢区分で約 11,000 人と推計されます。 
 

ひきこもりとは 

「様々な要因の結果として、就学や就労、交遊などの社会的参加を避けて、原則的には

６ヶ月以上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態（他者と交わらない形での外出

をしている場合も含む）」と定義されています（「ひきこもりの評価・支援に関するガイド

ライン」より）。 

 

 

 

 

（８）難病患者 

特定医療費（指定難病）医療給付受給者数は、平成 27(2015)年１月以降、対象疾病

が順次拡大されたことにより対象者が増加し、令和５(2023)年４月１日現在で 10,123

人となっています。また、小児慢性特定疾患医療給付受給者数は、令和５(2023)年４月

１日現在で 1,467 人となっています。 

 
特定医療費（指定難病）医療給付受給者数      小児慢性特定疾患医療給付受給者数 
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※各年４月１日現在、健康福祉局国民年金・福祉医療課調べ ※各年４月１日現在、こども未来局児童家庭支援・虐待対策室調べ 
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第２部 １ 障害児・者数と支援体制 

ライフステージに応じた切れ目のない支援の提供 

（９）ライフステージに応じた支援体制 

１）ライフステージに応じた支援体制（イメージ図） 
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第２部 １ 障害児・者数と支援体制 

２）各施設・サービス等の利用状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

※保育所、認定こども園については令和５(2023)年３月末日時点の利用実績 

※学校については令和５(2023)年５月１日時点の市立学校の在籍者数 
※障害福祉サービスについては令和５(2023)年６月提供実績 
※地域活動支援センターについては、施設数は令和５(2023)年５月時点、利用者数については令和４(2022)年度 
実績（月平均）  

施設数 利用者数 施設数 利用者数 施設数 利用者数

福祉型 1 44 5 11 6 55
医療型 1 11 7 9 8 20
児童発達支援 145 2,123 81 179 226 2,302
医療型児童発達支援 4 30 0 0 4 30
放課後等デイサービス 196 3,435 118 327 314 3,762
保育所等訪問支援 12 128 11 46 23 174
居宅訪問型児童発達支援 1 1 1 2 2 3

保育所（障害児） 235 536 235 536
認定こども園（障害児） 16 187 16 187
特別支援学校幼稚部（聴覚障害） 1 6 1 6

特別支援学級 521 2,466 521 2,466
知的障害学級 180 1,010 180 1,010
肢体不自由学級 58 68 58 68
病虚弱学級 35 37 35 37
難聴学級 15 15 15 15
弱視学級 4 4 4 4
自閉症・情緒障害学級 229 1,332 229 1,332
重複障害特別支援学級（うち数） 0 0 0 0

特別支援学校 3 145 3 145
知的障害 2 90 2 90
肢体不自由 2 38 2 38
聴覚障害 1 16 1 16
病弱部門 1 1 1 1

特別支援学級 199 931 199 931
知的障害学級 77 421 77 421
肢体不自由学級 19 26 19 26
病虚弱学級 11 13 11 13
難聴学級 6 6 6 6
弱視学級 3 3 3 3
自閉症・情緒障害学級 83 462 83 462

特別支援学校 3 122 3 122
知的障害 2 97 2 97
肢体不自由 1 8 1 8
聴覚障害 1 14 1 14
病弱部門 1 3 1 3

特別支援学校 3 345 3 345
知的障害 2 330 2 330
肢体不自由 1 10 1 10
聴覚障害 1 5 1 5

生活介護　 88 2,521 161 306 249 2,827
自立訓練（機能） 0 0 2 6 2 6
自立訓練（生活） 19 170 23 41 42 211
就労移行支援 34 358 82 140 116 498
就労継続支援Ａ型 21 306 27 49 48 355
就労継続支援Ｂ型 70 1,291 126 201 196 1,492
就労定着支援 18 176 42 63 60 239
短期入所 22 502 19 38 41 540
療養介護 1 75 19 34 20 109
地域活動支援センター 68 584 68 584
グループホーム 108 1,396 173 251 281 1,647
施設入所支援 7 322 91 191 98 513
自立訓練（宿泊型） 2 15 1 4 3 19
自立生活援助 0 0 0 0 0 0
福祉ホーム 1 3 1 3
居宅介護 178 1,339 41 75 219 1,414
重度訪問介護 51 97 24 29 75 126
行動援護 45 343 19 37 64 380
同行援護 30 239 11 14 41 253
重度障害者等包括支援 0 0 0 0 0 0

訪
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第２部 ２ 支援ニーズの現状 

２ 支援ニーズの現状 
 

（１）障害のある方の生活ニーズ調査 

本計画を策定する際の基礎資料とするため、障害のある方及び障害福祉サービスに携

わる事業者に対し、令和４(2022)年 10～11 月にアンケート調査を実施しました。 

調査対象と回収結果は下表のとおりです。 

 
回収結果 

 

調査対象 配布数 有効回答数 有効回答率 
表記 

＊以降、下記の表記で表示 

①身体障害児・者 3,745 1,421 37.9% 

在宅系 

身体障害 

②知的障害児・者 1,190 404 33.9% 知的障害 

③精神障害者 1,494 461 30.9% 精神障害 

④自立支援医療（精神通院医療）受給者 1,398 390 27.9% 精神通院医療 

⑤特定医療費（指定難病）医療受給者 492 211 42.9% 難病 

⑥高次脳機能障害者 100 36 36.0% 高次脳機能障害 

⑦発達障害児・者 200 66 33.0% 発達障害 

⑧特別支援学校等通学者 409 100 24.4% 特別支援学校等 

⑨地域療育センター利用者 400 99 24.8% 療育センター 

在宅系小計 9,428 3,188 33.8%  

⑩グループホーム入居者 520 264 50.8% 
居住系 

ＧＨ入居者 

⑪施設入所者 290 141 48.6% 施設入所者 

居住系小計 810 405 50.0%  

⑫居宅系事業者 211 118 55.9% 居宅系事業者 

⑬グループホーム 107 77 72.0% ＧＨ事業者 

⑭施設系事業者 489 319 65.2% 施設系事業者 

⑮相談支援事業者 94 63 67.0% 相談支援事業者 

事業者小計 901 577 64.0%  

合計 11,139 4,170 37.4%  

 

  



 

23 

第２部 ２ 支援ニーズの現状 

１ 回答者の属性等 

年齢は、〔精神障害〕〔精神通院医療〕〔難病〕〔高次脳機能障害〕では「50～59 歳」

が、〔知的障害〕〔発達障害〕では「20～29 歳」が最も高くなっています。〔身体障

害〕では「85 歳以上」が最も高くなっています。 

また、〔特別支援学校等〕では「15～17 歳」が、〔療育センター〕では「５歳以下」

が最も高く、〔施設入所者〕〔ＧＨ入居者〕では「50～59 歳」が最も高くなっていま

す。 

 
回答者の年齢 

単位：％ 

 

身体 
障害 

 
n= 

1,421人

知的 
障害 

 
n= 

404 人 

精神 
障害 

 
n= 

461 人 

精神 
通院 
医療 
n= 

390 人 

難病 
 
 

n= 
211 人 

高次脳 
機能 
障害 
n= 

36 人 

発達 
障害 

 
n= 

66 人 

特別 
支援 
学校等 
n= 

100 人 

療育 
センター 

 
n= 

99 人 

GH 
入居者 

 
n= 

264 人 

施設 
入所者 

 
n= 

141 人 

５歳以下 0.4 6.4 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 76.8 0.0 0.0 

６～８歳 0.4 7.9 0.4 0.0 0.0 0.0 1.5 16.0 8.1 0.0 0.0 

９～11歳 0.5 6.2 0.4 0.0 0.0 0.0 3.0 12.0 1.0 0.0 0.0 

12～14 歳 0.4 6.4 0.0 1.3 0.0 0.0 4.5 25.0 0.0 0.0 0.0 

15～17 歳 0.2 5.9 0.4 0.8 0.0 0.0 4.5 26.0 3.0 0.0 0.0 

18～19 歳 0.5 4.2 1.1 0.0 0.5 0.0 10.6 3.0 1.0 1.5 1.4 

20～29 歳 1.5 24.5 11.3 11.5 3.8 5.6 33.3 0.0 0.0 11.4 9.9 

30～39 歳 3.4 13.9 16.1 15.4 11.4 11.1 18.2 0.0 8.1 21.2 14.9 

40～49 歳 3.4 11.6 18.9 20.3 11.4 22.2 7.6 9.0 1.0 20.1 17.0 

50～59 歳 10.6 5.4 23.2 22.3 12.8 30.6 6.1 0.0 0.0 22.7 25.5 

60～64 歳 6.2 1.7 8.9 11.3 6.6 16.7 1.5 0.0 0.0 7.2 10.6 

65～69 歳 8.4 1.5 6.9 5.1 10.4 5.6 1.5 0.0 0.0 4.5 7.8 

70～74 歳 12.1 0.2 3.5 3.6 12.8 0.0 1.5 0.0 0.0 3.0 5.0 

75～79 歳 14.7 0.0 1.7 1.5 9.0 0.0 1.5 0.0 0.0 0.4 0.7 

80～84 歳 16.7 0.0 0.0 0.8 9.5 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 1.4 

85 歳以上 16.9 0.0 1.1 0.8 6.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

無回答 3.8 4.0 5.9 5.4 5.2 8.3 3.0 9.0 1.0 8.0 5.7 

全体 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

※濃い網掛けは最も多い項目、薄い網掛けは２番目に多い項目（以降も同様） 

※小数点第２位を四捨五入しているため、合計が 100％にならないことがあります。（以降も同様） 
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第２部 ２ 支援ニーズの現状 

また、アンケート調査の記入者は、本人が記入している割合が高いですが、〔知的

障害〕〔特別支援学校等〕〔療育センター〕〔ＧＨ入居者〕〔施設入所者〕では、本人の

意見を聞いた他の方による代理記入、若しくは家族や支援者が判断して記入している

割合が高くなっています。 
 

調査票の記入者 
単位：％ 

 

身体 
障害 

 
n= 

1,421人

知的 
障害 

 
n= 

404 人 

精神 
障害 

 
n= 

461 人 

精神 
通院 
医療 
n= 

390 人 

難病 
 
 

n= 
211 人 

高次脳 
機能 
障害 
n= 

36 人 

発達 
障害 

 
n= 

66 人 

特別 
支援 
学校等 
n= 

100 人 

療育 
センター 

 
n= 

99 人 

GH 
入居者 

 
n= 

264 人 

施設 
入所者 

 
n= 

141 人 

本人 71.6 23.5 81.6 87.4 84.4 69.4 39.4 4.0 3.0 33.3 0.7 

本人の意見を

聞いて、他の

方が代理記入 
12.2 17.3 8.0 6.7 6.6 13.9 18.2 28.0 7.1 26.5 23.4 

家族や支援者

などが回答 
11.6 52.7 6.1 3.1 6.6 5.6 37.9 64.0 88.9 33.3 70.9 

無回答 4.6 6.4 4.3 2.8 2.4 11.1 4.5 4.0 1.0 6.8 5.0 

全体 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
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第２部 ２ 支援ニーズの現状 

２ 住まい・生活の希望について 

現在の生活の場は、「自分または家族の持ち家」で暮らしている方が最も多くなっ

ています。 
 

現在の生活の場 
単位：％ 

 

身体 
障害 
 
n= 

1,421人 

知的 
障害 
 
n= 

404 人 

精神 
障害 
 
n= 

461 人 

精神 
通院 
医療 
n= 

390 人 

難病 
 
 
n= 

211 人 

高次脳 
機能 
障害 
n= 

36 人 

発達 
障害 
 
n= 

66 人 

特別 
支援 

学校等 
n= 

100 人 

療育 
センター 

 
n= 

99 人 

自分または家族の持ち家 67.2 66.6 44.9 53.6 72.5 69.4 65.2 70.0 71.7 

民間の賃貸住宅、社宅、 

アパートなど 
15.7 17.1 38.0 34.6 18.0 27.8 19.7 25.0 27.3 

市営住宅、県営住宅 7.9 4.2 8.9 7.2 1.9 2.8 4.5 1.0 0.0 

グループホーム 0.6 6.4 2.4 1.5 0.0 0.0 6.1 0.0 0.0 

障害者向け福祉施設に 

入所している 
0.6 1.0 0.4 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 

高齢者向け福祉施設に 

入所している 
3.8 0.0 2.0 0.5 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 

病院に入院している 1.3 0.5 1.3 0.3 1.9 0.0 1.5 0.0 0.0 

※「その他」「無回答」の割合は省略（以降も同様） 

 

 

これからの生活の場の希望は、「家族と一緒に生活したい」が最も多くなっていま

す。 
 

これからの生活の場の希望 
単位：％ 

 

身体 
障害 
 
n= 

1,421人 

知的 
障害 
 
n= 

404 人 

精神 
障害 
 
n= 

461 人 

精神 
通院 
医療 
n= 

390 人 

難病 
 
 
n= 

211 人 

高次脳 
機能 
障害 
n= 

36 人 

発達 
障害 
 
n= 

66 人 

特別 
支援 

学校等 
n= 

100 人 

療育 
センター 

 
n= 

99 人 

一人暮らしをしたい 15.1 11.9 32.3 30.0 18.0 25.0 21.2 8.0 0.0 

家族と一緒に生活したい 63.7 56.7 46.9 53.3 65.4 66.7 59.1 72.0 75.8 

グループホームで 

生活したい 
1.0 14.4 3.7 1.0 0.9 0.0 12.1 7.0 2.0 

入所施設で生活したい 3.1 2.7 0.7 1.3 1.9 0.0 0.0 4.0 1.0 

老人ホームなどの 

高齢者の施設に入って 

生活したい 
4.7 0.2 2.6 2.8 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 

病院に入院したい、 

入院を継続したい 
0.8 0.2 0.4 0.3 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 
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第２部 ２ 支援ニーズの現状 

３ 平日の日中の主な過ごし方について 

〔精神障害〕〔精神通院医療〕〔難病〕〔発達障害〕では「企業や自営業などで働い

ている」が最も高くなっています。 

〔知的障害〕〔高次脳機能障害〕〔ＧＨ入居者〕では「通所事業所、地域療育センタ

ー、地域活動支援センターなどに通っている」が、〔身体障害〕では「自宅で家事な

どをしている」が最も高くなっています。 

〔施設入所者〕では「趣味などをしている」が最も高くなっています。 

 
平日の日中の主な過ごし方 

単位：％ 

 

身体 
障害 
 
n= 

1,421人 

知的 
障害 
 
n= 

404 人 

精神 
障害 
 
n= 

461 人 

精神 
通院 
医療 
n= 

390 人 

難病 
 
 
n= 

211 人 

高次脳 
機能 
障害 
n= 

36 人 

発達 
障害 
 
n= 

66 人 

GH 
入居者 

 
n= 

264 人 

施設 
入所者 

 
n= 

141 人 

企業や自営業などで 

働いている 
19.8 17.1 22.3 32.6 37.0 2.8 30.3 11.4 0.0 

保育所・幼稚園に 

通っている 
0.1 5.2 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

学校に通っている 1.8 25.0 2.8 3.3 1.9 0.0 21.2 0.0 0.0 

通所事業所、地域療育セン

ター、地域活動支援センタ

ーなどに通っている 

5.3 35.1 10.6 7.9 1.9 80.6 24.2 72.7 16.3 

医療機関などでリハビリ

や治療を受けている 
9.4 1.0 4.6 4.9 6.6 0.0 1.5 1.1 0.0 

自宅で家事などを 

している 
23.2 2.0 19.7 20.3 25.1 8.3 3.0 1.5 0.0 

就職に向けた活動を 

している 
0.6 1.2 3.5 1.8 0.5 0.0 0.0 0.8 0.0 

趣味などをしている 8.2 2.7 9.5 6.4 6.2 2.8 12.1 3.0 24.8 

特に何もしていない 17.6 2.2 13.9 8.7 11.4 0.0 4.5 2.3 11.3 

※「特別支援学校等」「療育センター」の回答は省略 
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４ 収入・就労について 

主な収入は「年金・手当」が最も高くなっています。 

〔身体障害〕〔知的障害〕〔精神障害〕〔精神通院医療〕〔難病〕〔発達障害〕では、

「給料・報酬・事業収入」が「年金・手当」に次いで高くなっています。〔高次脳機

能障害〕では「親族の扶養または援助」が、〔GH 入居者〕〔施設入所者〕では「通所

事業所などでの作業工賃」が、「年金・手当」に次いで高くなっています。 
 

主な収入（18歳以上の方のみ、複数回答） 
単位：％ 

 

身体 
障害 
 
n= 

1,342人 

知的 
障害 
 
n= 

255 人 

精神 
障害 
 
n= 

427 人 

精神 
通院 
医療 
n= 

361 人 

難病 
 
 
n= 

200 人 

高次脳 
機能 
障害 
n= 

33 人 

発達 
障害 
 
n= 

55 人 

GH 
入居者 

 
n= 

243 人 

施設 
入所者 

 
n= 

133 人 
給料・報酬・事業収入
（企業や自営業などで 
働いている場合） 

18.4 27.5 23.0 31.6 33.0 9.1 29.1 11.9 0.8 

通所事業所などでの 
作業工賃 0.4 20.8 4.2 3.9 0.0 6.1 9.1 25.5 9.0 

年金・手当 54.5 55.7 41.9 33.5 41.0 63.6 38.2 47.7 42.9 

生活保護費 4.2 4.3 15.5 14.1 1.0 3.0 1.8 22.6 5.3 

親族の扶養または援助 7.8 17.6 15.7 19.1 13.5 18.2 27.3 8.6 3.8 

 

働いている中での課題は、〔精神障害〕〔精神通院医療〕〔難病〕では「体調や生活

の自己管理が難しい」が、〔高次脳機能障害〕では「体調や生活の自己管理が難しい」

「働く自信がなかなか持てない」が最も高くなっています。 
 

働いている中での課題 
（企業や自営業、通所事業所・地域活動支援センターなどで働いている方のみ、複数回答） 

単位：％ 

 

身体 
障害 
 
n= 

315人 

知的 
障害 
 
n= 

158 人 

精神 
障害 
 
n= 

153 人 

精神 
通院 
医療 
n= 

153 人 

難病 
 
 
n= 

70 人 

高次脳 
機能 
障害 
n= 
5 人 

発達 
障害 
 
n= 

26 人 

GH 
入居者 

 
n= 

168 人 

施設 
入所者 

 
n= 

20 人 
働く自信がなかなか 

持てない 5.1 3.2 26.1 20.3 5.7 60.0 11.5 7.1 0.0 

体調や生活の自己管理が
難しい 20.0 13.3 46.4 38.6 41.4 60.0 19.2 14.9 5.0 

職場の人間関係が 
うまくいかない 6.0 10.8 29.4 20.3 2.9 40.0 11.5 8.9 0.0 

体調の変化への配慮など、
職場の理解が得にくい 9.2 5.7 21.6 20.9 18.6 20.0 3.8 5.4 5.0 

自身に適した仕事ではない
（業務内容のミスマッチ） 2.5 3.2 10.5 7.8 8.6 0.0 3.8 9.5 5.0 

職場環境 
（バリアフリー、音、 
においなど）が合わない 

3.2 5.1 3.9 2.0 0.0 0.0 0.0 4.8 5.0 

通勤が難しい 8.3 2.5 7.2 5.2 11.4 0.0 7.7 2.4 5.0 

介助が必要である 1.0 5.7 2.0 1.3 0.0 0.0 7.7 10.7 20.0 

支給される 
給料、作業工賃が安い 14.6 30.4 30.1 26.1 15.7 0.0 30.8 22.6 15.0 

特にない 49.8 41.8 19.6 26.1 40.0 20.0 34.6 35.7 50.0 
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５ 生活上の心配や気がかりなことについて 

全体的に「困ったことについて気軽に相談しづらい」「障害があっても安心して生

活できる住まいの場が少ない」「障害に対する地域・社会の理解が足りない」が高く

なっています。 

 
生活上の心配や気がかりなこと（複数回答） 

単位：％ 

 

身体 
障害 

 
n= 

1,421人 

知的 
障害 
 
n= 

404 人 

精神 
障害 

 
n= 

461 人 

精神 
通院 
医療 
n= 

390 人 

難病 
 
 
n= 

211 人 

高次脳 
機能 
障害 
n= 

36 人 

発達 
障害 
 
n= 

66 人 

特別 
支援 

学校等 
n= 

100 人 

療育 
センター 

 
n= 

99 人 

GH 
入居者 

 
n= 

264 人 

施設 
入所者 

 
n= 

141 人 

身の回りの介助・看護

をしてくれる人が 

いない 
8.9 9.4 10.6 11.3 9.0 0.0 4.5 4.0 8.1 5.3 8.5 

困ったことについて 

気軽に相談しづらい 
15.3 27.7 38.6 38.5 19.4 27.8 27.3 29.0 16.2 16.3 10.6 

希望する障害福祉 

サービスを受けづらい 

（事業所・施設や 

ヘルパーの不足） 

7.5 17.8 10.6 5.9 4.3 8.3 18.2 15.0 21.2 11.0 12.8 

学校や保育所・幼稚園 

など、学びの場におけ

る支援が受けづらい 

1.0 9.7 3.7 2.3 0.5 2.8 6.1 15.0 40.4 0.0 0.7 

障害があっても安心 

して生活できる住まい 

の場が少ない 

11.5 25.0 19.3 12.1 8.5 33.3 28.8 29.0 26.3 17.0 21.3 

障害のある方が、老人 

ホームなどの高齢者向

け施設に入所しづらい 
11.2 10.9 8.2 5.9 7.6 2.8 12.1 12.0 6.1 14.0 14.2 

働くにあたっての支援

が受けづらい 
7.0 17.3 28.6 22.3 15.6 25.0 22.7 22.0 19.2 4.5 3.5 

必要な医療やリハビリ

が受けづらい 
8.2 8.7 6.7 7.4 9.0 22.2 6.1 12.0 11.1 2.7 6.4 

障害のある方の権利を 

守るための制度が利用 

しづらい 

（虐待防止、差別解消、 

成年後見制度など） 

3.4 9.4 11.9 9.2 2.8 5.6 21.2 12.0 9.1 5.7 12.1 

障害に対する地域・ 

社会の理解が足りない 
13.2 28.5 30.4 25.9 14.2 25.0 40.9 44.0 35.4 20.1 24.1 

スポーツや文化芸術 

活動などがしづらい 
3.7 8.7 6.3 6.2 2.4 11.1 12.1 17.0 16.2 5.3 4.3 

公共施設、公共交通 

機関などが障害により

利用しづらい 

（まちのバリア 

フリーが足りない） 

12.8 12.6 6.5 7.4 12.8 22.2 10.6 18.0 21.2 7.6 18.4 

必要な情報にアクセス 

しづらい（情報面での 

バリアフリーが足りない） 

8.9 10.6 11.3 11.8 11.8 16.7 18.2 18.0 19.2 7.6 7.8 

災害時に必要な支援が 

受けづらい 
16.2 18.6 14.1 10.3 13.3 16.7 21.2 17.0 19.2 11.4 12.1 

特に心配なことはない 32.5 21.3 20.6 25.1 36.0 27.8 21.2 14.0 16.2 31.4 35.5 
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６ 相談をしやすくなるために必要なことについて 

全体的に「どこで、どのような相談ができるかなど、相談窓口の明確化」「様々な

相談に対応する総合的な相談窓口の充実（障害者相談支援センターなど）」が高くな

っています。 

また、〔特別支援学校等〕〔療育センター〕では「子どもの発達や障害のある子ども

に関する相談窓口の充実（地域療育センターや子ども発達・相談センターなど）」が

高くなっています。 

 
相談をしやすくなるために必要なこと（複数回答） 

単位：％ 

 

身体 
障害 
 
n= 

1,421人 

知的 
障害 
 
n= 

404 人 

精神 
障害 
 
n= 

461 人 

精神 
通院 
医療 
n= 

390 人 

難病 
 
 
n= 

211 人 

高次脳 
機能 
障害 
n= 

36 人 

発達 
障害 
 
n= 

66 人 

特別 
支援 

学校等 
n= 

100 人 

療育 
センター 

 
n= 

99 人 

GH 
入居者 

 
n= 

264 人 

施設 
入所者 

 
n= 

141 人 

サービス等利用計画な

どを作成する指定特定

相談支援事業所・指定

障害児相談支援事業所

が増えること 

14.2 27.0 16.7 16.7 17.1 30.6 31.8 17.0 30.3 22.0 21.3 

子どもの発達や障害の

ある子どもに関する 

相談窓口の充実（地域

療育センターや子ども

発達・相談センター 

など） 

5.1 31.7 7.2 10.8 5.2 16.7 25.8 53.0 75.8 4.5 8.5 

様々な相談に対応する

総合的な相談窓口の 

充実（障害者相談支援

センターなど） 

34.1 45.8 43.0 39.2 28.0 50.0 47.0 40.0 35.4 27.7 31.9 

どこで、どのような 

相談ができるかなど、 

相談窓口の明確化 

47.6 56.9 59.2 61.0 61.1 58.3 62.1 66.0 60.6 31.4 27.0 

権利擁護や虐待対応 

などに関する 

相談窓口の充実 

3.8 9.4 7.4 8.7 2.8 16.7 16.7 8.0 6.1 8.0 16.3 

地域リハビリテー 

ションセンターに 

よる専門的な支援 
18.4 13.9 12.1 12.1 16.6 52.8 16.7 14.0 19.2 7.6 18.4 

特にない 19.5 10.6 16.3 12.6 13.3 11.1 9.1 6.0 3.0 26.1 34.0 
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７ 将来の生活の希望について 

「一人暮らしをしたい」が、〔身体障害〕〔精神障害〕〔精神通院医療〕〔難病〕〔高

次脳機能障害〕で最も高くなっています。 

また、〔知的障害〕〔発達障害〕〔ＧＨ入居者〕では「グループホームで生活したい」、

〔特別支援学校等〕〔療育センター〕〔施設入所者〕では「入所施設で生活したい」が

最も高くなっています。 

 
将来の生活の希望（家族・親族などの介助を受けている方のみ） 

単位：％ 

 

身体 
障害 
 
n= 

485人 

知的 
障害 
 
n= 

212 人 

精神 
障害 
 
n= 

156 人 

精神 
通院 
医療 
n= 

105 人 

難病 
 
 
n= 

57 人 

高次脳 
機能 
障害 
n= 

18 人 

発達 
障害 
 
n= 

39 人 

特別 
支援 

学校等 
n= 

51 人 

療育 
センター 

 
n= 

37 人 

GH 
入居者 

 
n= 

49 人 

施設 
入所者 

 
n= 

9 人 

一人暮らしをしたい 23.3 15.1 46.8 51.4 38.6 44.4 30.8 9.8 5.4 8.2 0.0 

その他の親族と 

生活したい 
16.3 16.0 12.2 15.2 15.8 33.3 15.4 17.6 29.7 0.0 0.0 

グループホームで 

生活したい 
5.8 37.7 9.6 9.5 1.8 5.6 33.3 25.5 24.3 79.6 33.3 

入所施設で生活したい 16.7 20.8 10.3 4.8 17.5 5.6 2.6 29.4 32.4 2.0 55.6 

老人ホームなどの 

高齢者の施設に入って

生活したい 

23.3 1.9 9.0 10.5 14.0 11.1 2.6 0.0 0.0 0.0 11.1 

病院に入院したい、 

入院を継続したい 
7.8 0.9 2.6 1.0 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
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８ 利用しやすくしてほしい障害福祉サービスについて 

訓練や就労に関するサービスでは、「自立訓練（機能訓練・生活訓練）」は〔難病〕

〔高次脳機能障害〕で、「就労移行支援」「就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）」は〔精神障

害〕〔精神通院医療〕〔高次脳機能障害〕で、「児童発達支援」は〔療育センター〕で

高くなっています。 

日中活動に関するサービスでは、「生活介護」は〔身体障害〕〔施設入所者〕で、「短

期入所（ショートステイ）」は〔知的障害〕〔特別支援学校等〕で、「放課後等デイサ

ービス」は〔特別支援学校等〕〔療育センター〕で高くなっています。 

訪問によるサービスでは、「行動援護」は〔発達障害〕〔ＧＨ入居者〕で、「通学・

通所支援」は〔特別支援学校等〕〔療育センター〕で、「移動支援」は〔発達障害〕〔特

別支援学校等〕〔療育センター〕で、「居宅介護（ホームヘルプサービス）」は〔身体

障害〕〔難病〕で高くなっています。 

入所に関するサービスでは、「共同生活援助（グループホーム）」は〔ＧＨ入居者〕

〔知的障害〕で、「施設入所支援（入所施設）」は〔施設入所者〕で高くなっています。 

 
利用しやすくしてほしい障害福祉サービス（複数回答） 

単位：％ 

 

身体 
障害 
 
n= 

1,421人 

知的 
障害 
 
n= 

404 人 

精神 
障害 
 
n= 

461 人 

精神 
通院 
医療 
n= 

390 人 

難病 
 
 
n= 

211 人 

高次脳 
機能 
障害 
n= 

36 人 

発達 
障害 
 
n= 

66 人 

特別 
支援 

学校等 
n= 

100 人 

療育 
センター 

 
n= 

99 人 

GH 
入居者 

 
n= 

264 人 

施設 
入所者 

 
n= 

141 人 

生活介護 9.9 14.4 8.9 6.9 7.1 8.3 7.6 11.0 6.1 11.0 29.1 

自立訓練（機能訓練・

生活訓練） 
6.1 8.9 8.9 5.9 7.6 22.2 7.6 14.0 10.1 2.3 8.5 

就労移行支援 2.0 9.9 12.1 12.1 3.8 13.9 12.1 16.0 8.1 2.3 1.4 

就労継続支援 

（Ａ型・Ｂ型） 
2.3 13.4 13.0 9.2 2.8 13.9 13.6 21.0 8.1 6.8 0.7 

就労定着支援 1.5 8.9 10.6 7.4 3.8 5.6 15.2 17.0 3.0 2.3 0.7 

地域活動支援センター 2.9 4.7 6.7 6.4 3.3 11.1 9.1 3.0 7.1 6.1 4.3 

短期入所 

（ショートステイ） 
6.8 17.1 5.2 3.8 5.2 0.0 10.6 25.0 17.2 1.1 5.0 

日中一時支援 4.4 11.6 4.6 4.1 4.7 0.0 7.6 17.0 14.1 2.3 3.5 

療養介護 2.9 1.5 1.3 2.3 4.3 0.0 0.0 1.0 1.0 1.1 3.5 

居宅介護（ホーム 

ヘルプサービス） 
6.4 3.7 3.9 4.6 8.1 5.6 4.5 1.0 2.0 1.5 0.7 

重度訪問介護 2.0 1.0 1.5 2.6 3.3 0.0 1.5 0.0 3.0 1.5 0.0 

行動援護 2.4 7.9 3.0 2.3 2.8 0.0 16.7 5.0 7.1 17.4 11.3 

同行援護 3.4 4.5 2.2 2.6 2.8 5.6 7.6 3.0 3.0 3.0 2.8 

訪問入浴サービス事業 4.6 3.2 1.3 2.8 7.1 0.0 0.0 3.0 3.0 1.1 0.7 

共同生活援助 

（グループホーム） 
1.8 16.3 5.2 4.6 2.4 2.8 12.1 12.0 6.1 23.1 13.5 

施設入所支援 

（入所施設） 
4.7 8.9 2.4 4.9 4.3 0.0 1.5 10.0 9.1 2.7 25.5 

自立訓練（宿泊型） 1.7 5.7 2.4 3.6 2.8 0.0 4.5 5.0 6.1 1.5 3.5 
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単位：％ 

 

身体 
障害 
 
n= 

1,421人 

知的 
障害 
 
n= 

404 人 

精神 
障害 
 
n= 

461 人 

精神 
通院 
医療 
n= 

390 人 

難病 
 
 
n= 

211 人 

高次脳 
機能 
障害 
n= 

36 人 

発達 
障害 
 
n= 

66 人 

特別 
支援 

学校等 
n= 

100 人 

療育 
センター 

 
n= 

99 人 

GH 
入居者 

 
n= 

264 人 

施設 
入所者 

 
n= 

141 人 

自立生活援助 1.8 4.2 5.0 5.4 4.7 2.8 6.1 4.0 2.0 3.8 2.1 

計画相談支援 1.8 6.7 5.9 3.3 1.9 5.6 12.1 3.0 9.1 8.7 5.7 

地域移行支援 0.7 1.5 2.6 1.3 2.4 2.8 0.0 1.0 0.0 1.9 8.5 

地域定着支援 0.8 2.5 2.4 2.3 1.9 0.0 3.0 5.0 0.0 1.1 4.3 

障害児相談支援 0.6 6.4 2.6 2.6 0.9 0.0 4.5 8.0 21.2 1.1 1.4 

児童発達支援 0.6 9.7 1.7 2.6 0.9 0.0 6.1 13.0 40.4 0.4 0.7 

医療型児童発達支援 0.4 2.2 0.9 1.8 0.9 0.0 3.0 4.0 10.1 0.4 0.7 

放課後等デイサービス 0.9 15.3 2.0 2.1 0.5 0.0 3.0 25.0 45.5 0.4 0.0 

保育所等訪問支援 0.4 2.2 1.1 1.3 0.9 0.0 1.5 2.0 9.1 0.8 0.0 

居宅訪問型 

児童発達支援 
0.3 1.5 1.1 1.5 0.5 0.0 1.5 2.0 1.0 0.4 0.0 

障害児入所支援 0.5 2.0 1.1 1.5 1.4 0.0 0.0 12.0 15.2 0.4 0.7 

コミュニケーション 

支援事業 
2.0 3.2 2.8 4.1 0.0 8.3 3.0 7.0 2.0 1.9 0.0 

日常生活用具 

給付等事業 
5.1 3.2 2.4 3.6 4.3 5.6 0.0 4.0 7.1 0.4 3.5 

移動支援 5.0 15.1 5.0 4.9 4.3 5.6 15.2 23.0 14.1 8.7 14.2 

通学・通所支援 1.3 11.6 1.3 2.3 0.0 2.8 4.5 28.0 33.3 2.3 0.7 

 

 

  



 

33 

第２部 ２ 支援ニーズの現状 

（２）発達障害児（者）及び医療的ケア児実態調査 

第５次かわさきノーマライゼーションプランを策定する際の基礎資料とするため、令

和２(2020)年２月に発達障害児（者）及び医療的ケア児（※）の実態調査を行いました。

調査対象と回収結果は下表のとおりです。 

 
回収結果 

 

調査対象 有効回答数 有効回答率 

①発達障害児（者）及び発達障害の疑いのある子どもの保護者 239 ― 

②医療的ケア児の保護者 73 ― 

③保育園 233 56.8％ 

④幼稚園、認定こども園 53 62.4％ 

⑤小・中・特別支援学校 115 65.3％ 

⑥障害福祉サービス提供事業所 138 51.9％ 

⑦病院・診療所（訪問看護ステーション含む） 72 38.5％ 

合計 923 ― 

※本調査で対象とした医療的ケア児とは、在宅で生活している以下のいずれかの医療的ケアを要する 18 歳未満

の児童です。 

・吸引、吸入、経管栄養、中心静脈栄養、導尿、在宅酸素療法、エアウェイ、気管切開部の管理、

人工呼吸器の管理、腹膜透析、血液透析、膀胱ろう、人工肛門 

 

１ 発達障害児・者の属性 

●年齢は「６～11 歳」が 40.2％であり、17 歳以下を合わせると 77.5％となって

います。 
年齢（令和２(2020)年２月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.3 

22.2 

40.2 

13.8 

5.0 

12.1 

1.7 

1.7 

1.7 

0.0 

0.4 

0.0 

0% 20% 40% 60%

０～２歳

３～５歳

６～11歳

12～17歳

18～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

無回答 n=239
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男性

76.2%

女性

23.8%

n=239

川崎区

17.6%

幸区

10.9%

中原区

15.5%

高津区

12.6%

宮前区

14.2%

多摩区

13.8%

麻生区

11.3%

川崎市外

4.2%

n=239

Ａ１

15.1%

Ａ２

25.6%

Ｂ１

21.5%

Ｂ２

37.8%

n=172

●性別は「男性」が 76.2％となっています。 

●居住区は「川崎区」が 17.6％、「中原区」が 15.5％となっています。 

 
性別居住区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●72.0％が「療育手帳」を所持し、等級は「Ｂ２」が 37.8％と最も高くなっていま

す。 

●障害者手帳等は「いずれも持っていない」が 17.6％となっています。 

 
所持している障害者手帳等（複数回答） 療育手帳の等級 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

7.1 

72.0 

9.6 

2.1 

17.6 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80%

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

小児慢性特定疾患受給者証

いずれも持っていない

無回答
n=239
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２ 発達障害の診断、受診内容等について 

●行動や発達の違いに気付いたきっかけは、「周りの同年代の子どもと比べて違いが

気になった」が 45.6％と最も高く、次いで「１歳６か月児健診で指摘された」が

27.6％となっています。 

 
行動や発達の違いに気付いたきっかけ（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
●診断を受けた人の 79.4％が、就学前に最初に診断を受けており、発達等の違いに

気づいてから診断を受けるまでの期間は６か月を超えて「１年以内」が 32.0％と

最も高くなっています。 

●一方、約３割は診断を受けるまでの期間が１年を超えています。 

 
    最初に診断を受けた時期          気づきから診断を受けるまでの期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 

34.2 

45.2 

7.8 

2.3 

1.4 

0.9 

5.5 

0.5 

0% 20% 40% 60%

出生時

３歳未満

３歳～就学前

小学校低学年（１～３年）

小学校高学年（４～６年）

中学生

15～18歳

18歳以上

無回答 n=219

19.2 

16.0 

32.0 

18.7 

11.9 

2.3 

0% 20% 40% 60%

３か月以内

６か月以内

１年以内

３年以内

３年以上

無回答
n=219

9.2 

2.9 

7.9 

27.6 

15.5 

1.7 

7.5 

10.0 

8.4 

16.3 

45.6 

15.9 

3.8 

13.0 

17.2 

2.5 

0.0 

0% 20% 40% 60%

出生時に医師から診断を受けた

３か月児健診で指摘された

７か月児健診で指摘された

１歳６か月児健診で指摘された

３歳児健診で指摘された

５歳児健診で指摘された

保育園等の保育士等に言われた

幼稚園の先生に言われた

学校の先生に言われた

兄弟姉妹と比べて違いが気になった

周りの同年代の子どもと比べて違いが気になった

家族・親族に言われた

友人・知人に言われた

育児本やホームページで得た知識と違っていた

その他

わからない・おぼえていない

無回答 n=239

79.4％ 

30.6％ 
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●診断を受けてから障害を受け入れるまでの過程で一番苦しかったことは、「症状へ

の対応」が 57.1％と最も高く、次いで「他の子どもや人と比較してしまうこと」

が54.3％、「発達障害についての知識がなかったこと」が38.8％となっています。 

 

診断を受けてから障害を受け入れるまでの過程で苦しかったこと（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

32.4 

29.2 

57.1 

54.3 

31.1 

15.1 

13.7 

38.8 

25.1 

14.6 

6.4 

11.9 

7.3 

2.3 

0% 20% 40% 60%

家族や周囲の不理解

世間体が気になった

症状への対応

他の子どもや人と比較してしまうこと

家族（保護者）の孤立感、こころのケアの必要性

保護者の育て方のせいと言われたこと

診断がなかなかつかなかったこと

発達障害についての知識がなかったこと

相談先がわからなかったこと

診断後のフォローアップがなかったこと

障害に対する受容自体ができなかった（現在も受け入れられない）

その他

特にない

無回答 n=219
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３ 発達障害児・者の日中の生活について 

●日中過ごしている場所は、18 歳未満では「自宅」が 39.5％と最も高く、次いで

「児童発達支援事業所」が 35.7％、「地域療育センター」が 31.4％、「公立小学

校（特別支援学級）」が 30.8％となっています。 

●18 歳以上では、「通所施設・地域活動支援センターなどに通っている」が 79.6％

と最も高くなっています。 

 
日中過ごしている場所（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

44.4 

0.0 

0.0 

0.0 

11.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

7.4 

0.0 

79.6 

0.0 

18.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

n=54

39.5 

5.4 

13.0 

35.7 

11.4 

31.4 

14.6 

30.8 

0.0 

1.1 

3.2 

0.0 

0.5 

0.0 

15.1 

0.0 

5.9 

0.5 

2.2 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

保育園・認定こども園

幼稚園

児童発達支援事業所

日中一時支援施設

地域療育センター

公立小学校（通常学級）

公立小学校（特別支援学級）

私立小学校

公立中学校（通常学級）

公立中学校（特別支援学級）

私立中学校

公立高等学校

私立高等学校

特別支援学校

一般企業、自営業、在宅勤務

などで働いている

通所施設・地域活動支援センター

などに通っている

施設に入所している

その他

無回答
n=185

18 歳未満 18 歳以上 
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男性

58.9%

女性

39.7%

無回答

1.4%

n=73

川崎区

19.2%

幸区

15.1%

中原区

16.4%

高津区

11.0%

宮前区

23.3%

多摩区

4.1%

麻生区

8.2%

無回答

2.7%

n=73

４ 発達障害児・者の家族や介護の状況について 

●同居家族は「母」が 96.7％、「父」が 85.8％であり、そのうち主に世話をする人

は「母」が 89.4％となっています。 

 
    同居する家族（複数回答）                主に世話をする人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 医療的ケア児の属性 

●性別は「男性」が 58.9％となっています。 

●居住区は「宮前区」が 23.3％、「川崎区」が 19.2％となっています。 

 

性別                      居住区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

85.8 

96.7 

0.8 

2.9 

6.3 

23.0 

19.2 

19.7 

18.8 

2.5 

0.8 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父

母

夫または妻

祖父

祖母

兄

姉

弟

妹

その他

１人で暮らしている

無回答 n=239

1.7 

89.4 

0.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0.4 

0.0 

0.0 

0.8 

7.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父

母

夫または妻

祖父

祖母

兄

姉

弟

妹

その他

無回答 n=236
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●年齢は「４歳」「６歳」がともに９人で、「15 歳」が８人となっています。 

 
年齢（生年月日から令和２(2020)年２月１日現在の年齢を算出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●日常的に行っている医療的ケアは「経管栄養」が 58.9％と最も高く、次いで「痰

の吸引」が 47.9％、「気管切開部の管理」が 31.5％となっています。 

 
日常的に行っている医療的ケア（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「その他」回答内容 

 件数 

浣腸 3 

眼の保護・ケア 1 

心臓病 人工内耳装用 1 

投薬 1 

 

2

6

2

3

9

5

9

5

2

4

3

4

2

2

3

8

2

1

1

0人 2人 4人 6人 8人 10人

０歳

１歳

２歳

３歳

４歳

５歳

６歳

７歳

８歳

９歳

10歳

11歳

12歳

13歳

14歳

15歳

16歳

17歳

無回答 n=73

47.9

30.1

58.9

1.4

15.1

21.9

0.0

31.5

15.1

0.0

0.0

0.0

1.4

11.0

8.2

0% 20% 40% 60% 80%

痰の吸引（口腔、鼻腔、気管カニューレ内部）

吸入・ネブライザー

経管栄養（経口、経鼻、胃ろう、腸ろう）

中心静脈栄養

導尿

在宅酸素療法

エアウェイ

気管切開部の管理

人工呼吸器の管理

腹膜透析

血液透析

膀胱ろう

人工肛門

その他

無回答 n=73
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Ａ１

82.4%

Ａ２

5.9%

Ｂ１

3.9%

Ｂ２

5.9%

無回答

2.0%

n=51

１級

88.7%

２級

6.5%

３級

3.2%

４級

1.6%
５級

0.0%
６級

0.0%

n=62

●所持している障害者手帳等は、「身体障害者手帳」が 84.9％であり、そのうち「１

級」が 88.7％となっています。 

●「療育手帳」の所持が 69.9％であり、そのうち「Ａ１」が 82.4％です。 

●また、「身体障害者手帳」と「療育手帳」両方の所持が 27 人（37.0％）、「身体障

害者手帳」と「療育手帳」に加え「小児慢性特定疾患受給者証」の所持が 20 人

（27.4％）となっています。 
 

所持している障害者手帳等（複数回答） 身体障害者手帳の等級 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

所持している障害者手帳等の内訳  療育手帳の等級 

 件数 

身体障害者手帳のみ 9 

療育手帳のみ 3 

身体障害者手帳・療育手帳 27 

身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉

手帳・小児慢性特定疾患受給者証 
1 

身体障害者手帳・療育手帳・小児慢性特定疾患 

受給者証 
20 

身体障害者手帳・小児慢性特定疾患受給者証 5 

小児慢性特定疾患受給者証 3 

いずれも持っていない 4 

無回答 1 

計 73 

 
 

身体障害者手帳の等級 
単位：人 

 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 無回答 

視覚障害 1 1 - - - - -  - 

聴覚・平衡機能障害 6 - 3 - - - 3  - 

音声機能・言語機能・そしゃく 

機能障害 
0 - - - -   

 
- 

肢体不自由 55 46 6 1 - - - - 2 

内部障害 13 6 - 4 1    2 

84.9 

69.9 

1.4 

39.7 

5.5 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

小児慢性特定疾患受給者証

いずれも持っていない

無回答
n=73
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６ 医療的ケア児の日中の生活（医療機関の所在地）について 

●医療機関の所在地は「川崎市内」が 61.6％であり、そのうち「川崎区」「宮前区」

がともに 37.8％となっています。 

 

     受診する医療機関の所在地（複数回答） 市内医療機関の所在区（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 医療的ケア児の家族や介護の状況について 

●同居家族は「母」が 100.0％、「父」が 91.8％であり、そのうち「主たる介護者」

は「母」が 95.9％となっています。 

 

同居する家族（複数回答） 主たる介護者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

37.8 

4.4 

20.0 

2.2 

37.8 

2.2 

2.2 

0% 20% 40% 60%

川崎区

幸区

中原区

高津区

宮前区

多摩区

麻生区 n=45

91.8 

100.0 

5.5 

8.2 

15.1 

27.4 

12.3 

9.6 

1.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父

母

祖父

祖母

兄

姉

弟

妹

その他

無回答 n=73

1.4 

95.9 

0.0 

1.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父

母

祖父

祖母

兄

姉

弟

妹

その他

無回答 n=73

61.6 

31.5 

41.1 

1.4 

4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

川崎市内

神奈川県内

東京都内

その他

無回答
n=73
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健康である

65.3%

健康に不安が

ある

34.7%

無回答

0.0%

n=72

いた

90.4%

いなかった

6.8%

無回答

2.7%

n=73

●「主たる介護者」の年齢は「40 歳代」が 52.8％と最も高く、「30 歳代」から「50

歳代」までの合計は 97.2％となっています。 

●「主たる介護者」の健康状態は「健康である」が 65.3％であり、「健康に不安があ

る」が 34.7％となっています。 

 

    「主たる介護者」の年齢 「主たる介護者」の健康状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 医療的ケア児のサービス利用について 

●医療的ケアが必要になったとき、サービス利用などについて相談できる相手が「い

た」のは 90.4％で、そのうち「かかりつけ医療機関の医師・看護師・相談員」が

83.3％と最も高く、次いで「訪問看護師」が 43.9％となっています。 

 

医療的ケアが必要になったときの 医療的ケアが必要になったとき 
   相談相手の有無               の相談相手（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0 

1.4 

33.3 

52.8 

11.1 

0.0 

1.4 

0.0 

0% 20% 40% 60%

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

無回答 n=72

18.2 

19.7 

15.2 

19.7 

83.3 

43.9 

4.5 

9.1 

0.0 

6.1 

4.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

親族

友人・知人

相談支援専門員

通園・通学先の教職員

かかりつけ医療機関の医師・

看護師・相談員

訪問看護師

保健師

区役所のケースワーカー

ホームヘルパー

通所施設の職員

その他

無回答 n=66

97.2％ 
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ある

36.4%

ない

61.8%

無回答

1.8%

n=55

ある

52.7%

ない

45.5%

無回答

1.8%

n=55

●利用している施設サービスは、「短期入所（ショートステイ）」が 42.5％と最も高

く、次いで「放課後等デイサービス」が 38.4％、「児童発達支援」が 31.5％とな

っています。 

●一方、「利用していない」が 23.3％となっています。 

●利用している人のうち、医療的ケアを理由に利用を断られたことが「ある」のは

36.4％です。 

●また、施設への送迎ができず利用をあきらめたことが「ある」のは 52.7％となっ

ています。 

 

 利用している施設サービス（複数回答）       施設サービスの利用を断られたこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施設への送迎ができず利用を 
  あきらめたこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、令和２(2020)年度から訪問看護事業者に対して、医療的ケア児・者の状況調査

を行い、継続的な実態把握を行っています。 

  

31.5 

38.4 

42.5 

8.2 

23.3 

1.4 

0% 20% 40% 60%

児童発達支援

放課後等デイサービス

短期入所（ショートステイ）

その他

利用していない

無回答 n=73

55 人 

75.3％ 
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第２部 ２ 支援ニーズの現状 

（３）団体ヒアリングの主な意見 

本計画の改定にあたり、生活ニーズ調査などではとらえきれない障害当事者や家族、

支援者の意見を聴くために、令和５(2023)年７月から８月にかけて、次のとおり、関係

団体へのヒアリングを実施しました。 

 

№ 団体名 

1 公益財団法人川崎市身体障害者協会 

2 川崎市肢体不自由児者父母の会連合会 

3 療育ねっとわーく川崎 

4 川崎市の障害福祉をグランドデザインする会 

5 川崎市重症心身障害児（者）を守る会 

6 豊かな地域療育を考える連絡会 

7 ミモザの会 

8 特別支援学校・学級教職員 

9 川崎市育成会手をむすぶ親の会 

10 知的障害者本人の会・私たちの広場 

11 川崎市精神障害者地域生活推進連合会 

12 特定非営利活動法人あやめ会（川崎市精神保健福祉家族会連合会） 

13 精神障害当事者 

14 高次脳機能障害当事者 

15 アディクションフォーラム実行委員会 

16 神奈川県難病団体連絡協議会 

17 地域療育センター 

18 川崎市自閉症協会 

19 障害者就労支援ネットワーク会議（南部） 

20 障害者就労支援ネットワーク会議（中部） 

21 障害者就労支援ネットワーク会議（北部） 

22 就労継続支援Ｂ型会議 

23 川崎市障害福祉施設事業協会施設長会 

※原則、書面開催（意見書の提出）として行いました。  
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第２部 ２ 支援ニーズの現状 

１ 相談支援体制に関すること 

・どこに相談に行けばいいのか分からない。計画相談支援事業所が少ない。 

・福祉サービスの利用の仕方が難しいので、相談がしにくい。 

・本人を中心に、何が必要かなどを施設、相談支援センター、居住の場が情報を共有

して、本人が望む支援をしてほしい。 

・障害によって理解されづらい生きづらさがあり、相談場所を増やしてほしい。 

・依存症について、サポート不足の状態であると感じており、体制を充実してほしい。 

・難病について、特に診断初期の当事者や家族は、病気や療養の課題、就労の問題に

ついて知る機会を求めているので、そのような機会を増やしてほしい。 

 

２ 地域生活の支援に関すること 

・介護者のレスパイトで短期入所を使いたいが、希望に合う施設が見つからないため、

当事者に寄り添った施設を増やしてほしい。 

・生活介護事業所終了後の夕方の時間帯の支援ニーズの高まりを感じている。 

・医療的ケアが必要な方の生活介護事業所が少ない。 

・重度・重複障害のある方の日中活動の場、夕方の時間帯の支援が不足している。 

・外出支援を行う事業所が少ないので、充実してほしい。 

・ヘルパーがとても不足しており、希望があってもお願いしづらい。 

 

３ 子どもの支援に関すること 

・通所・通学支援、日中短期入所及び障害児・者一時預かりの各事業について、事業

所が少ないため、充実してほしい。 

・医療的ケア児、重度・重複障害のある障害児が通える放課後等デイサービスを充実

してほしい。 

・長く過ごせる、日曜日に使える児童発達支援事業所を増やしてほしい。 

・幼児期から就学、高校卒業のタイミング、親亡き後の支援など、子どもの成長段階

やライフステージに応じた切れ目のない継続した支援体制が必要。 

・家庭、学校、放課後等デイサービス以外の活動場所が増えてほしい。 

・地域療育センターによる保育所等訪問支援事業を含めた地域へのアウトリーチ支

援を充実してほしい。 

 

４ 住まいの支援に関すること 

・グループホームや入所施設は、待機している方が多いようなのでニーズは高いと感

じる。また、市南部地域や女性用のグループホームが不足している。 

・重度障害や強度行動障害のある方の地域生活の場として、グループホームの夜間の

看護師配置のための支援策を構築してほしい。 

・精神障害というだけで家が借りることができない現状があるので、対策してほしい。 

・子どもの身体の成長に応じて住宅改修ができるよう制度を充実してほしい。 

・65 歳以上になると介護保険法が優先となるなど、児童福祉法、障害者総合支援法、

介護保険法の各制度間の移行期の丁寧なフォローが必要である。 
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第２部 ２ 支援ニーズの現状 

５ 保健・医療に関すること 

・親の高齢化に伴い、入院時の付き添いについての不安がある。重度障害者等入院時

コミュニケーション支援事業を簡単な手続きで利用しやすい制度にしてほしい。 

・精神疾患と身体疾患の併発時の医療提供体制や精神科救急を充実してほしい。 

・医療的ケア児・者への支援を充実してほしい。 

・障害の重症度が高いほど、病院と療育センターとの連携だけでなく、訪問医療や訪

問看護などの在宅系のサービスとの連携強化も必要だが、連携の図りにくさを感じ

る。 

 

６ 支援体制の確保に関すること 

・事業者が障害特性を理解し、専門性の向上を図り、支援の質を向上してほしい。 

・人材育成には組織のゆとりが必要だが、今の報酬体系では難しい。 

・福祉の仕事の魅力発信を幅広く行いつつ、異業種からの人材確保や福祉に関する経

験や知識がゼロでも始められる人材育成が求められる。 

・ピアサポート活動への支援を充実してほしい。 

 

７ 雇用・就労支援、経済的自立の促進に関すること 

・精神障害者の就労支援及び職場定着の支援を拡充してほしい。 

・保証人がいないことで住居・就労の確保が困難となっているので改善してほしい。 

・企業への実習に至るまでのハードルが高いので、もっと幅広く職場体験ができるよ

うにしてほしい。 

・就労前にセルフケアや自身の疾病、障害に向き合うプログラムの実施、就労後に月

に１回程度の面談が必要。また、余暇の充実も働き続けるためには必要。 

・令和６(2024)年４月より、週 20 時間未満の労働が法定雇用率に算定されるため、

企業側の短時間雇用の切り出しを促進してほしい。精神疾患がある方は長時間の労

働が難しいので、短時間雇用が活発になれば、働ける人が増えると思う。 

 

８ 権利を守る取組の推進に関すること 

・成年後見制度について、意思決定支援を行い、身上監護に重点を置いた地域生活支

援を希望する。 

・多くの人が障害のある方を見守ることが虐待防止につながると思う。 

 

９ 心のバリアフリーに関すること 

・インクルーシブな居場所が地域にたくさんできてほしい。 

・障害への理解を促進するイベント情報が広く市民に届くように発信していくこと

が大切だと思う。知識を習得する講座だけではなく、お互いを知るような直接触れ

合う機会を作ることが必要である。 

・障害児者のニーズが多様になっていることから、今よりさらに「障害に対する一般

的な知識」及び「インクルージョンへの理解と支援」の啓蒙活動が必要になる。 
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第２部 ２ 支援ニーズの現状 

10 社会参加に関すること 

・障害があっても使いやすい施設や場所が増えてほしい。 

・スポーツ施設に通えない人、運動もほとんどできない人たちに対する支援も考えて

ほしい。 

・市の大会やイベントなどの情報を分かりやすく周知してほしい。 

・スポーツや芸術などだけではなく、外食に行くなど日常生活の些細なことも社会参

加として捉え、ライフステージや個別のケースに応じて地域で考えていくことが必

要ではないかと思う。 

 

11 バリアフリー化に関すること 

・歩道を広くして段差をなくすなど、障害のある方が移動しやすいような環境づくり

を進めてほしい。 

・手話やコミュニケーションボードの普及など障害に対する理解を普及してほしい。 

 

12 災害・緊急時対策に関すること 

・災害時の避難場所について、要配慮者専用スペースを設けるなど、環境を整えて欲

しい。 

・重度障害のある方は早めに避難しないと間に合わないので、事前の計画と受け入れ

先の確保が必要である。 

・避難所や給水所、非常用トイレなどの情報が分かりやすく伝わるようにしてほしい。 
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第２部 ２ 支援ニーズの現状 

（４）川崎市地域自立支援協議会からの意見 

障害のある方への支援体制の整備を図ることなどを目的として川崎市地域自立支援協

議会を設置しており、関係者間の情報共有や課題解決に向けた検討などを行っています。 

また、計画の策定にあたり、支援ニーズを多角的に把握するため、当協議会からの意見

を参考にしています。計画の改定に関連して出された意見の要旨は次のとおりです。 

 

１ 相談支援体制の充実 

（１）総合的な相談窓口機能の充実 

・情報にアクセスしづらい当事者や家族に対する周知、福祉関係機関や他分野（医療・

福祉等）に対する周知など、より効果的な周知について、具体的な取組を進めてい

く必要がある。 

・複雑多様化した相談に対応するためには、相談支援従事者の人材育成や専門性の向

上、地域における関係づくり、支援手法の蓄積、共有等が必要。 

（２）障害福祉サービスの利用支援の強化 

・相談支援体制を構成する機関同士の連携強化及び情報共有・情報発信の仕組みにつ

いて検討を進める必要がある。 

・ケース対応における基幹相談支援センター、地域相談支援センター、指定特定相談

支援事業所の役割と連携について検討し、相談支援事業所に対する後方支援の強化

が必要。 

・計画相談支援の供給量が確保できるまでの間の対策である、事業所・施設による代

替的サービス等利用計画（サポートプラン）についての検討を行う必要がある。 

・計画相談支援の拡充を進めるため、指定特定相談支援事業所の採算性の向上や、相

談支援従事者への支援者支援を強化する必要がある。 

 

２ 地域生活支援の充実 

・精神障害者の退院促進のため、精神科病院と地域の関係機関の連携による取組の拡

充や後方支援機関との重層的な支援体制の構築が必要。また、住宅分野と福祉分野

の横断的な連携強化が必要。 

 

３ 多様な住まい方と場の確保 

・入所施設からの地域移行の促進のため、丁寧な意思決定支援の推進、社会資源の確

保・拡充、地域移行に向けた理解の促進、障害の重度化・高齢化を踏まえた支援、

関係機関連携の推進が必要。 

 

４ 人材の確保・育成と多様な主体による支えあい 

・相談支援従事者の養成として、地域における相談支援従事者の質の向上や人材育成

に関する具体的な取組、相談支援従事者としての役割の実践等が必要。 
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第２部 ２ 支援ニーズの現状 

【参考 第５次計画策定時に出された意見の要旨】 

 

１ 相談支援体制の充実と地域リハビリテーションの枠組みの構築 

・障害者相談支援センターの認知度が不足しているとともに、相談をワンストップで

受け止めてもらえない。 

・市内に指定特定相談支援事業所が少ないなど、計画相談支援の実施体制に課題があ

る。 

・計画相談支援の量の確保と並行して、指定特定相談支援事業所への支援など相談支

援従事者の質の向上に向けた取組が必要。 

・複合的な課題を抱える世帯に対しては、一つの支援機関だけでは対応が難しくなっ

ているため、支援機関同士の連携を強化し、切れ目のない支援体制が必要。 

・高次脳機能障害を理解し、利用者の特徴に合わせた必要な配慮をしてくれる日中活

動の場がなかなか見つからない。 

 

２ 子どもの育ちに寄り添う支援体制の充実 

・放課後等デイサービス事業所と障害児相談支援事業者や学校等の関係機関との連携

強化が必要。 

・放課後等デイサービス事業所の従業者が必要な知識や技術を学ぶ機会を確保する必

要がある。 

・放課後等デイサービス事業所の特徴を比較検討できる仕組みが必要。 

・福祉分野と教育分野の日常的な連携体制の構築が必要。 

・施設や学校への送迎ルートや路線バスの走行ルートの拡充、通所・通学支援を提供

する事業所等の拡充が必要。 

 

３ 地域生活支援の充実 

・生活介護事業所や日中一時支援事業所が少ない。 

・日中活動系サービス全般について、サービス提供時間が利用者等の生活スタイルに

合っていない、児童期から成人期に移行する際、夕方に利用できるサービスに差が

ある、中途障害で高年齢（50 歳～64 歳）の方を受け入れる通所先が少ないなど、

多様なニーズに対応するサービス提供体制が必要。 

・児童期から成人期への移行期に支援が途切れてしまうため、教育と福祉の相互理解

を図るなど、支援情報を共有する取組が必要。 

・希望している通所先を利用できるよう、それぞれの利用者の状態や状況に合わせた

移動手段を確保するとともに、送迎から自立通所に向けた取組を行うためのサービ

ス運用のあり方を検討する必要がある。 

・通所事業所において入浴サービスを提供できるようにするための支援が必要。 

・医療的ケアを必要とする人への通所・通学支援や移動支援が必要。 

・精神障害者の地域移行・地域定着を促進するための体制整備が必要。 
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第２部 ２ 支援ニーズの現状 

４ 多様な住まいの支援 

・グループホームの入居希望者が、施設の特徴や空き情報などの必要な情報を得られ

るような仕組みが必要。 

・グループホームの拡充が必要であるとともに、夜勤や当直スタッフを配置するなど、

より手厚い支援や見守りが必要な利用者も受け入れることができる体制の整備が必

要。 

・障害のある方が一人暮らしをする上で必要な情報を得られるような仕組みが必要。 

・障害のある方が地域で暮らしていくため、不動産事業者や家主等の理解促進が必要。 

 

５ 保健・医療との連携強化 

・医療に関して気軽に相談できるところが必要。 

・医療機関のスタッフと地域の福祉関係者との「顔の見える関係づくり」や、医療的

ケア児等に対する適切な相談支援体制の確保など、医療と福祉との連携が必要。 

・事業所に看護師等の配置を促進するなど、医療的ケアを必要とする人の日中活動の

場の確保が必要。 

 

６ サービス提供体制の充実 

・各事業所の特徴などの情報を支援者が共有することが必要。 

・日中活動系サービスにおける様々なニーズに対応するための人材が不足している。 

・男性ヘルパーや行動援護を担えるヘルパーなど、訪問系サービスのヘルパーが不足

している。 

・障害の特性に応じた適切な支援を行うため、研修の充実による人材育成や人材確保

の取組が必要。 

・障害児サービス事業所の男性スタッフが不足しており、同性介助や多動傾向の強い

児童の安全確保が困難。 

 

７ 社会参加の促進 

・人材不足や報酬が低いことなどから、余暇支援のサービス供給量が不十分で、希望

者が利用できない状況になっている。報酬の加算など、誰もが利用できる体制の整

備が必要。 

 

８ 災害・緊急時対策の強化 

・障害のある方が災害時にどのような支援を受けられるのか、また、支援者はどのよ

うな支援を行うべきか、双方とも情報が不足しているため、災害時の支援情報につ

いて整理した上で、関係者への普及啓発が必要。 

・平時から障害のある方と支援者が発災時の対応を共有しておくなど、災害時におけ

る支援体制の構築が必要。 

・障害のある方と近隣住民や支援機関との「顔の見える関係づくり」が必要。 
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９ 福祉施設から地域生活への移行 

・福祉施設から地域生活への移行を進めるためには、入所者や家族に対し、障害のあ

る方の望む生活の意義や地域生活での支援体制等について伝えるとともに、入所施

設や地域の支援者の意識を変える取組が必要。 

・地域移行を支える各種サービス（地域移行支援、地域定着支援、自立生活援助）を

実施する事業所や利用実績が少ないため、それらのサービスを実施しやすい仕組み

づくりが必要。 

 

10 制度移行時における切れ目のない支援体制 

・障害福祉サービスから介護保険制度に円滑に移行できるよう、切れ目のない支援体

制が必要。 
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１ 障害者制度改革の進展 第３部 

１ 障害者制度改革の進展 

年月 障害福祉施策の動向 

平成 18 年４月 

(2006 年) 
・障害者自立支援法の施行 
（就労支援の強化、障害程度区分によるサービス基準の明確化、サービス提供主体の

市町村への一元化など） 

12 月 ・バリアフリー新法の施行 
（高齢者や身体障害者等の移動の円滑化など） 

平成 19 年９月 

(2007 年) 
・障害者権利条約に署名 

平成 22 年 12 月 

(2010 年) 
・障害者自立支援法の改正 
（利用者負担の見直し、発達障害が対象として明確化など） 

平成 23 年８月 

(2011 年) 

・改正障害者基本法の施行 
（障害者の定義の見直し、差別の禁止） 

平成 24 年 10 月 

(2012 年) 
・障害者虐待防止法の施行 
（虐待の分類、虐待を発見した国民の通報義務、市町村虐待防止センター・都道府県

権利擁護センターの設置など） 

平成 25 年４月 

(2013 年) 
・障害者総合支援法の施行 
（難病患者を対象として追加、地域生活支援事業の追加等） 

 ・障害者優先調達推進法の施行 
（国や地方公共団体による障害者就労施設等からの物品調達の推進など） 

平成 26 年１月 

(2014 年) 
・障害者権利条約の批准 

４月 ・改正精神保健福祉法の施行 
（保護者制度の見直し、医療保護入院の手続きの見直しなど） 

平成 27 年１月 

(2015 年) 
・難病法の施行 
（医療費助成の対象疾病の拡大など） 

平成 28 年４月 

(2016 年) 
・障害者差別解消法の施行 
（障害者に対する差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供義務など） 

 ・改正障害者雇用促進法の施行 
（雇用分野での障害者差別禁止、合理的配慮の提供義務、法定雇用率の算定基礎に 

精神障害者を加える（平成 30(2018)年４月施行） 

５月 ・成年後見制度利用促進法の施行 
（成年後見制度の利用促進のための基本計画の策定など） 

８月 ・改正発達障害者支援法の施行 
（ライフステージを通じた切れ目のない支援、家族なども含めた、きめ細やかな支援

を推進、発達障害者支援地域協議会の設置など） 

平成 29 年２月 

(2017 年) 
・ユニバーサルデザイン 2020 行動計画の策定 
（心のバリアフリー及びユニバーサルデザインの街づくりに向けた取組の推進など） 

平成 30 年４月 

(2018 年) 
・障害者総合支援法及び児童福祉法の一部改正法の施行 
（「自立生活援助」、「就労定着支援」の創設など） 

 ・地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の改正 
（地域共生社会の実現に向けた取組の推進など） 

６月 ・障害者による文化芸術活動の推進に関する法律の施行 
（文化芸術活動を通じた個性・能力の発揮、社会参加の促進など） 

10 月 ・ギャンブル等依存症対策基本法の施行 
（各段階に応じた防止・回復のための対策、日常生活・社会生活の支援など） 

12 月 ・ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の総合的かつ一体的な推進に関する法律 
（ユニバーサル社会実現推進法）の施行 
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第３部 １ 障害者制度改革の進展 

年月 障害福祉施策の動向 

令和元年６月 

(2019 年) 
・障害者雇用促進法の一部改正法の施行 
（短時間労働以外の労働が困難な状況にある障害者の雇入れ及び継続雇用の支援など） 

 ・視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書バリアフリー法）の施行 
（アクセシブルな書籍（点字図書・拡大図書等）や電子書籍等の量的拡充、質の向上

など） 

令和２年６月 

(2020 年) 
・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）の一部

改正法の施行 
（移動円滑化に関するソフト面の対策強化、バリアフリー基準適合対象の拡大など） 

12 月 ・聴覚障害者等による電話の利用の円滑化に関する法律の施行 
（公共インフラとしての電話リレーサービスの提供開始など） 

令和３年５月 

(2021 年) 
・災害対策基本法の一部改正法の施行 
（市町村による個別避難計画作成の努力義務化など） 

９月 ・医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の施行 
（国や地方自治体及び保育所、学校等の医療的ケア児支援の責務の明確化、都道府県

への医療的ケア児支援センターの設置など） 

令和４年４月 

（2022 年） 

・障害者総合支援法の一部改正法の施行 
（感染症や災害への対策力の強化、障害福祉サービスの報酬等の見直しなど） 

５月 ・障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律
（障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法）の施行 

（情報取得等に資する機器の活用、意思疎通支援者の確保・養成・資質の向上、国・
地方公共団体による相談対応や情報提供への配慮など） 

９月 ・国連障害者権利委員会による日本政府への勧告（総括所見） 
（分離教育の中止、精神科への強制入院を可能にしている法律の廃止要求など） 

令和５年４月 

（2023 年） 
・障害者総合支援法の一部改正法の一部施行 
（地域のニーズを踏まえた障害福祉サービス事業者指定の仕組みの導入など） 

 ・障害者雇用促進法の一部改正法の一部施行 
（雇用の質の向上のための事業主の責務の明確化、週所定労働時間 10 時間以上 20

時間未満で働く重度の身体・知的障害者、精神障害者の算定特例の延長（令和６
(2024)年４月施行） 

 ・精神保健福祉法の一部改正法の一部施行 
（家族が虐待等の加害者である場合の対応、入院患者への告知に関する見直しなど） 

10 月 ・難病法及び児童福祉法の一部改正法の一部施行 
（難病患者・小児慢性特定疾病児童等に対する医療費助成の仕組みの整備、難病患者

等の地域における支援体制の強化など） 

令和６年４月 

(2024 年) 
・障害者差別解消法の一部改正法の施行 
（事業者による合理的配慮の提供の義務化、障害を理由とする差別解消のための支援

措置の強化など） 

 ・児童福祉法の一部改正法の施行 
（児童発達支援センターが地域における障害児支援の中核的役割を担うことの明確

化、児童発達支援の類型（福祉型、医療型）の一元化など） 

 ・精神保健福祉法の一部改正法の施行 
（医療保護入院者の入院手続きに関する事項、精神科病院における虐待防止に関する

事項など） 
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２ 川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づく取組の推進 第３部 

２ 川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づく

取組の推進 
 

（１）川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づく取組の推進 

少子高齢化とともに、昨今、家族・地域社会の変容などによるニーズの多様化・複雑化

が進み、地域における生活課題の多様性が高まっていることから、本市では、高齢者に限

らず、すべての地域住民を対象として、関連個別計画の上位概念として、平成 26(2014)

年度に「川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン」（以下、「推進ビジョン」という。）

を策定しました。 

 

１ 社会環境の変化 

社会環境の変化として、本市の平均年齢は大都市の中で最も低くなっていますが 、

今後、高齢化率が 21％を超え、超高齢社会が到来します。また、急速な高齢化の進行

とともに、少子化が同時に進むことが予測されています。 

少子高齢化の進行は、同時に、生産年齢人口の減少を伴い、社会・産業構造の変化、

様々な支援の担い手の不足などが進んでいくことにつながります。 

特に、今後、後期高齢者が増加することで、慢性疾患、さらには複数の疾患を抱えな

がら生活を送る高齢者が増加していき、疾病構造の変化が想定され、「治す医療」から

「治し支える医療・介護」への転換が必要となっています。 

また、新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、アフターコロナに向けた取組を推

進していくことも求められています。 

２ 地域包括ケアシステム推進ビジョンを取り巻く状況 

超高齢社会に突入し疾病構造などの社会環境の変化に対応していくため、国におい

ては、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等

に関する法律」を定めています。この法律では、高齢者を対象として、医療、介護、介

護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保された体制づくりを目指

す地域包括ケアシステムの構築について規定されています。 

高齢者施策は、住宅施策等の関連施策との連携を図ることや、認知症の人を支える生

活支援等、他の様々な施策と仕組みを共有できる部分が多いと考えられます。また、昨

今の家族・地域社会の変容などによるニーズの多様化・複雑化による地域における生活

課題の多様性の高まりを踏まえて、本市では、高齢者に限らず、障害のある方や子ども、

子育て中の親などを加え、現時点で他者からのケアを必要としない方々を含め、すべて

の地域住民を対象とした地域包括ケアシステムの構築を目指すこととしました。 

また、地域包括ケアシステムの基幹的な取組としては、様々な医療・介護等の専門職

による協働から始めました。一方で、まちづくりの側面も重要と考えられることから、

保健・医療・福祉分野に限らず、幅広い行政分野が総合的に取り組んでいくことを目指

しています。 



 

58 

第３部 ２ 川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づく取組の推進 

こうした中、国においても、平成 29(2017)年度、令和２(2020)年度の２回にわた

る社会福祉法改正の中で、地域共生社会の実現に向けて、まちづくりや地方創生などの

取組との連携が打ち出され、包括的な支援体制づくりに向けて、①本人・世帯の属性に

関わらず受け止める相談支援としての「断らない相談」、②狭間のニーズに対応できる

ように、地域資源を活かしながら、就労支援、居住支援などを提供することで社会との

つながりを回復する「参加支援」、③地域社会からの孤立を防ぐとともに、地域におけ

る多世代の交流や多様な活躍の機会と役割を生み出す「地域づくりに向けた支援」の３

つの支援を一体的に行う「重層的支援体制整備事業」が創設されました。 
 

【「地域共生社会」の実現に向けて】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※厚生労働省「地域共生社会推進検討会 最終とりまとめ」（令和元(2018)年12月26日）から 

 

本市においては、社会福祉法の改正に先駆けて「推進ビジョン」を策定し、平成

28(2016)年４月に区役所内に「地域みまもり支援センター」を設置しました。これ

は、高齢者に限らず、障害のある方や子ども、子育て中の親などを加え、現時点で他者

からのケアを必要としない方々を含め、すべての地域住民を対象として、「個別支援の

充実」と「地域力の向上」を図るものです。また、行政内部の専門職種のアウトリーチ

機能（※行政や支援機関などが積極的に働きかけて情報・支援を届けること）を充実し、

連携を強化するとともに、地域包括支援センター、障害者相談支援センター、児童相談

所、地域子育て支援センターなどの専門相談支援機関等をはじめとした地域における

多様な主体との円滑な連携の推進を目指してきました。 

さらに、福祉ニーズの複雑化・複合化に対応するため、関係機関と連絡調整等を行い

ながら、様々なニーズのある相談にも包括的に対応できるよう全世代・全対象に対応す

る地域リハビリテーションセンターが各分野別専門相談支援機関をバックアップする体

制を整えてきました。  

◆制度・分野の枠や、「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて、人と人、 
人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割をもち、助け合いながら暮らして 
いくことのできる、包摂的なコミュニティ、地域や社会を創るという考え方 
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２ 川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づく取組の推進 第３部 

３ 推進ビジョンの概要 

推進ビジョンは、「川崎らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築による誰もが住

み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続けることができる地域の実現」を基

本理念とし、「①意識の醸成と参加・活動の促進」「②住まいと住まい方（地域コミュニ

ティ等との関わり方）」「③多様な主体の活躍」「④一体的なケアの提供」「⑤地域マネジ

メント」の基本的な５つの視点で取り組むものです。 

これらの取組を通じて、住み慣れた地域で自分らしさを発揮し、自立した日常生活を

営むことができるように、生活に必要な要素が包括的に確保された体制づくりとして、

地域包括ケアシステムの構築を目指しています。 

 

【「推進ビジョン」における取組の視点】 
 

～一生住み続けたい最幸のまち・川崎をめざして～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「＜地域包括ケア研究会＞地域包括ケアシステムと地域マネジメン

ト」（地域包括ケアシステム構築に向けた制度及びサービスのあり方に関する研究事業）、平成 27 年度厚生

労働省老人保健健康増進等事業、2016 年をもとに作成 

［住まいと住まい方］ 

２．安心して暮らせる 

「住まいと住まい方」 

の実現 

［一体的なケアの提供］ 

４．一体的なケアの提供による 

自立した生活と尊厳の保持 

の実現 

［意識の醸成と参加・活動の促進］ 

１．ケアへの理解の共有と 

セルフケア意識の醸成 

［多様な主体の活躍］ 

３．多様な主体の活躍による、 

よりよい支援の実現 

［地域マネジメント］ 

５．地域包括ケアをマネジメント 

するための仕組みの構築 

基本的な５つの視点 

川崎らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築による 
誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続けることができる地域の実現 

「川崎市地域包括ケアシステム連絡
協議会運営委員会」での議論を踏ま
えて、民間企業なども含めたより多
様な主体の参画が進んでいることか
ら、「３．多様な主体の活躍による、
よりよいケアの実現」の「ケア」を「支
援」と読み替えて表記しています。 
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第３部 ２ 川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づく取組の推進 

（２）本市における地域包括ケアシステム構築に向けたロードマップ 

ロードマップとしては、「推進ビジョン」を策定して以降の平成 27(2015)年度から平

成 29(2017)年度までを第１段階の「土台づくり」の期間として、平成 30(2018)年度

から令和７(2025)年度までを第２段階の「システム構築期」、令和８(2026)年度以降を

第３段階の「システム進化期」として、地域包括ケアシステムの構築を目指しています。 

いわゆる団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22(2040)年以降には、ひとり暮

らし高齢者世帯、夫婦のみの世帯の増加、認知症の人の増加も見込まれるなど、医療・介

護サービスの需要がさらに増加・多様化することが想定されています。 

また、家族・地域社会の変容等により、孤立・孤独、ひきこもり、いわゆる 8050 問

題、ヤングケアラー等、生きづらさ・困りごとの複雑化・多様化が進んでいます。また、

新型コロナウイルス感染症の影響等による地域でのつながりの希薄化や、様々な地域活

動の休止、各分野における専門職人材の不足等、地域におけるケアや支援の担い手の減

少が顕著になってきています。 

こうした中、第３段階の「システム進化期」に向けては、令和７(2025)年度までのシ

ステム構築に向けた取組を着実に進めていきます。また、アフターコロナを見据えた「新

しい生活様式」や、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）等の社会変容を踏まえな

がら、予防的な視点を重視し、民間企業等も含めた地域の多様な主体による、誰ひとり取

り残さない包括的な支援体制づくりを進めることで、更なる取組の加速化を目指します。 

今後も、令和 22(2040)年以降も続くことが見込まれる超高齢社会に向けて、社会の

持続可能性を高め、誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続けること

ができる地域の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・推進ビジョンの考え方の普及 
・地域みまもり支援センターの設置・事業推進 
・地区カルテの作成等による地域資源の見える化 

・将来のあるべき姿についての合意形成を図る。 
・行政をはじめ、事業者や町内会・自治会などの地縁

組織、地域・ボランティア団体、住民などの多様な
主体が、それぞれの役割に応じた具体的な行動を
行い、システム構築につなげる。 

第２段階 
（システム構築期） 

第３段階 
（システム進化期） 

・今後の社会変容（デジタル化・スマート化
等）を意識しながら、取組を進めていく。 

・今後見込まれる医療・介護ニーズの増大・
多様化を見据え、予防的な視点を重視し、
民間企業等も含めた地域の多様な主体に
よる、誰一人取り残さない包括的な支援
体制づくりを進める。 

平成 29 
（2017） 
年度まで 

第１段階 
（土台づくり） 

令和 22 
（2040） 
年度 

令和７ 
（2025） 
年度まで 



 

61 

２ 川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づく取組の推進 第３部 

（３）推進ビジョンの推進体制 

１ 地域みまもり支援センターによる取組 

「推進ビジョン」の策定に伴い、平成 28(2016)年４月に、各区保健福祉センター

内に「地域みまもり支援センター」を設置し、「推進ビジョン」の具体的な推進に向け

て、専門職種のアウトリーチ機能の充実、地域包括支援センターや障害者相談支援セン

ター、児童家庭支援センターなどの専門相談支援機関等との連携強化を進め、住民に身

近な区役所で「個別支援の強化」と「地域力の向上」に取り組んでいます。 

なお、地域みまもり支援センターについては、保健福祉センター内での個々人へのケ

アを中心とした専門支援機能との更なる連携の強化を図るため、平成 31(2019)年４

月に、保健福祉センター全体を「地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）」

と改称しました。 

 

２ 取組の推進イメージ 

本市においては、住民に身近な区役所と市役所（本庁）が全市的な調整を図り調和の

とれた施策を展開していることから、それぞれの適切な役割分担によって、一体的に取

組を推進します。 

その際に、基本的な視点として、①誰もが生きがいを持つ地域社会に向けた意識の醸

成を図る「意識づくり」、②住民主体等による地域課題の解決に向けた働きかけを推進

する「地域づくり」、③「意識づくり」や「地域づくり」を専門多職種と共に、地域に

おいてシステム化していくための「仕組みづくり」を３つの視点として、「自助」「互助」

「共助」「公助」の組み合わせによるシステム構築を目指します。 
 

【地域包括ケアシステム推進ビジョンの推進イメージ】 
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第３部 ２ 川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づく取組の推進 

３ 推進ビジョンと関連個別計画の関係性 

地域包括ケアシステム構築に向けて、総合計画のもと、「推進ビジョン」を上位概念

として、「かわさきいきいき長寿プラン」「かわさきノーマライゼーションプラン」「川

崎市子ども・若者の未来応援プラン」等の関連計画と連携を図りながら取組を推進して

きました。 

令和５(2023)年度における「第５次かわさきノーマライゼーションプラン改定版」

の策定にあたっては、本市の障害福祉施策に関する行政計画として、住民の視点から地

域福祉を推進していくための地域福祉計画（社会福祉法に基づく福祉に関する上位計

画）と連携を図りながら、地域包括ケアシステムの構築につなげていきます。 
 

【推進ビジョンと関連個別計画の関係性】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、地域包括ケアシステムの構築に向けては、令和元(2019)年度に、本市におい

て開催した外部有識者による「超高齢社会の到来に向けた地域包括ケアシステムのあ

り方検討会議」での検討を行いました。そこでは、市民一人ひとりを支える上での「個

別支援の充実」と「地域力の向上」を不可分一体で進めていくこと、個人へのアプロー

チにあたっては、一人ひとりが生活の中で築いている本人に由来する地域資源（本人資

源）に着目した対応を図ることが重要であるとともに、家族機能をどのように捉えてい

くかに留意していく必要があることを確認しました。 

こうした視点を着実に施策推進の中で活かしていくために、①小地域ごとの特性に

配慮した施策展開、②分野横断的な施策連携の実現、③民間企業なども含めた多様な主

体の連携の手法開発などを取組の視座として、地域包括ケアシステムの構築を推進し

ます。  
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２ 川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づく取組の推進 第３部 

４ 推進ビジョンの基本的な５つの視点に沿った取組 

５つの視点は、①セルフケア（民間サービス等を購入することを含む。）を自発的に

行うなど、「自分でできることは自分でする」という意識を前提に、生活の基盤となる

②「住まい」や「住まい方（地域コミュニティ等との関わり方）」と、③多様な主体に

よる互助的な支え合いを含めた「生活支援」に加え、疾患を抱えながらでも地域で暮ら

し続けられるための④医療や介護等の「専門的なサービス」が一体的に提供されるよう

なまちづくりに向けて、⑤行政が「包括的な地域マネジメント」を推進する、という一

連の流れとして相互に関連しています。 

５つの視点に基づく具体的な取組に向けた考え方と、かわさきノーマライゼーショ

ンプランに関連する主な取組は以下のとおりです。 

 

基本的な視点 視点に基づく具体的な方策の考え方 関連する主な取組 

①意識の醸成と参加・

活動の促進 

すべての住民が社会環境の変化に対

応する意識を持ち、自発的に努力す

るとともに、「共生の意識」を育み、

「自立した生活」と「尊厳の保持」

を実現できる地域を目指す。 

①「かわさきパラムーブメント」の推進 

②地域や教育の場で障害の理解促進を図るなど、

「心のバリアフリー」の推進 

③スポーツや文化芸術活動等の社会参加の促進 

④障害者差別解消法や障害者虐待防止法など、障

害のある方の権利を守る取組の推進 

②住まいと住まい方 生活の基盤として、本人の尊厳が十

分に守られた住環境が整備され、本

人の希望にかなった住まい方が確保

された環境を目指す。 

①グループホームの整備や、特別養護老人ホーム

における高齢障害者の受入体制の整備 

②居住環境に関する専門相談や住宅改造への支

援など、多角的な居住支援 

③短期入所による在宅支援や日中活動の場の確

保など、多様な地域生活支援 

③多様な主体の活躍 自立した生活の維持に向けて、イン

フォーマル・サポートが地域の中で

提供されるよう、多様な主体の役割

分担による「互助」を支える仕組み

づくりを進める。 

①ピアサポートなどによる当事者支援 

②当事者団体、地域団体などによる多様な支え合

いの推進 

③各種研修等による障害福祉サービスを担う人

材の確保・育成 

④一体的なケアの提供 本人の身体状況に応じた、専門職に

よるケアを多職種の連携により、切

れ目なく提供できる体制づくりを進

める。特に、医療と介護の円滑な連

携を推進する。 

①地域リハビリテーションの構築 

②地域療育センターを中心とした関係機関との

連携による子どもの育ちに応じた切れ目のな

い支援 

③医療的ケアが必要な障害児・者への支援 

④退院可能な精神障害者の地域移行・地域定着に

向けた支援 

⑤地域マネジメント 地域の目標を地域全体で共有しなが

ら、個々の活動が一つの目標に向か

ってより効果的に機能できるような

仕組みづくりを進める。 

①障害者施策審議会における地域課題の検討 

②地域自立支援協議会における地域課題の検討 

③障害のある方の生活ニーズ調査の実施 

 

こうした個々の取組について関連性を意識しながら着実に推進し、地域包括ケアシ

ステムの構築を目指します。 
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第３部 ２ 川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づく取組の推進 

５ 地域包括ケアシステム構築に向けた圏域の考え方 

人口 150 万人を超える本市においては、これまでの歴史や文化に根差した多様性が

あり、地域によって生活上の課題も異なることから、地域包括ケアシステムの構築に向

けては、小地域ごとの特性に配慮した施策展開が重要です。 

また、生活に身近な課題や問題を発見し、住民を中心とした地域福祉活動を展開する

には、区、さらに地域の実情に応じたより小さな圏域を単位とすることが望ましいこと

から、「第６期川崎市地域福祉計画」においては、「区域」を第１層とし、相談や居場所

など、地域の課題に公的に対応し地域づくりを進める圏域を第２層として、市内を 44

に分けた「地域ケア圏域」とし、さらに小規模な地域の状況把握や課題解決に向けて、

町内会・自治会や小学校区等の「小地域」を第３層としました。 

こうした中、第６回地域福祉実態調査においては、「助け合いができる地域の範囲」

として、隣近所または町内会・自治会程度と回答した割合が７割を超えるなど、互いに

支え合う関係づくりを行う範囲は、主に町名単位や町内会・自治会程度であることがわ

かりました。 

このため、第７期計画においては、心配事や悩み事について小地域の範囲で気づきが

得られるよう、住民同士の顔の見える関係づくりを支援するとともに、小地域内の情報

をもとに、住民の安心を支える多様な支援を行っていくために、第６期計画で「地域ケ

ア圏域」と位置づけた小地域よりも広い地域において、行政が中心となり、多様な主体

と連携し、地域マネジメントを推進していきます。 

今後も、適切な地域マネジメントに向け、地域で安心して暮らし続けられるために必

要な要素を整理し、地域資源の確保に向けた取組を推進します。 

 

 圏域 圏域の考え方 

第
３
層 

（小地域） 
※住民同士の顔の見える関係づくり

が行われており、行政がこれを支

援する圏域 

町内会・自治会（650 組織） 

小学校区（114 校区） など 

（例） 

・町内会・自治会の班（組）程度の日常的な支え合いを

基本としながら、民生委員児童委員などが、地域の状

況を把握し、見守りや日常の生活支援などを行う。 

・地域住民の生活課題の解決に向けて、見守りなど具体

的に日常的な活動を行っていくことが求められる。 

・ＰＴＡを中心に、子どもの健やかな成長ができる教育

環境づくりを各学校と共に推進していく。など 

第
２
層 

（中地域） 

地域ケア圏域（44 圏域） 

※行政が中心となり多様な主体と連

携し、地域マネジメントを行う圏域 

人口平均 約 35,000 人 

中学校区（52 校区） 

・身近な地域において、相談や居場所など、地域の課題

に公的に対応し、地域づくりを進める。 

・地区社会福祉協議会や地区民生委員児童委員協議会を

組織し、活動を推進している。 

・今後 、地域で安心して暮らし続けられるために必要な要

素を整理し、地域資源の確保に向けた取組を推進する。 

第
１
層 

区域（７区） 

人口 約 17 万人～26 万人 

・効果的なサービス提供を実現するために区社協、地域

みまもり支援センターなどの公的機関があり、区役

所が中心となって、地域課題を把握し、住民と共有し

ながら、各地域を支援する地域福祉を推進する。 

第
０
層 

市域 

人口 約 154 万人 
・市全体の調和を保ちながら地域福祉の向上を図るた

めの取組を推進する。 
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２ 川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づく取組の推進 第３部 

No 区名 圏域

1 中央第一地区

2 中央第二地区

3 渡田地区

4 大島地区

5 大師第一地区

6 大師第二地区

7 大師第三地区

8 大師第四地区

9 田島地区

10 小田地区

11 南河原地区

12 御幸東地区

13 河原町地区

14 御幸西地区

15 日吉第一地区

16 日吉第二地区

17 日吉第三地区

川崎区

旭町、砂子、駅前本町、榎町、境町、新川通、鈴木町、東田町、富士見１丁目、堀之内町、本町、港
町、宮前町、宮本町
池田、小川町、貝塚、京町１・２丁目、下並木、堤根、日進町、南町、元木

小田１丁目、渡田、渡田山王町、渡田新町、渡田東町、渡田向町

大島、大島上町、中島、富士見２丁目

伊勢町、川中島、大師駅前、藤崎

池上新町、観音、台町、四谷上町、四谷下町

浮島町、江川、小島町、塩浜、田町、大師河原、千鳥町、出来野、殿町、東扇島、日ノ出、水江町、夜
光、
昭和、大師公園、大師町、大師本町、中瀬、東門前

浅野町、池上町、追分町、扇島、扇町、鋼管通、桜本、田島町、浜町、南渡田町

京町3丁目、浅田、大川町、小田２～７丁目、小田栄、白石町、田辺新田

町名

幸区

大宮町、幸町、中幸町、堀川町、南幸町、都町、柳町

遠藤町、小向、小向町、小向東芝町、小向仲野町、小向西町、紺屋町、神明町、戸手、戸手本町

河原町

下平間、塚越、東古市場、古市場、古川町、新塚越

北加瀬、矢上、新川崎、鹿島田

南加瀬

小倉、新小倉、東小倉

また、「第６期川崎市地域福祉計画」からは、小地域において、住民同士の地域づく

りが進んでいくよう、各区計画に、地域ケア圏域ごとの地域の概況を掲載し、地区カル

テを活用した地域マネジメントを推進しています。さらに、「個別支援の充実」と「地

域力の向上」を不可分一体で進め、包括的な支援体制づくりにつなげます。 
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第３部 ２ 川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンに基づく取組の推進 

No 区名 圏域

18 大戸地区

19 小杉地区

20 丸子地区

21 玉川地区

22 住吉地区

23 高津第一地区

24 高津第二地区

25 高津第三地区

26 橘地区

27 宮前第一地区

28 宮前第二地区

29 有馬・鷺沼地区

30 東有馬地区

31 宮前第三地区

32 宮前中央地区

33 向丘地区

34 登戸地区

35 菅地区

36 中野島地区

37 稲田地区

38 生田地区

39 麻生東第一地区

40 麻生東第二地区

41 麻生東第三地区

42 柿生第一地区

43 柿生第二地区

44 柿生第三地区

麻生区

高石、多摩美

金程、千代ケ丘、細山、向原

東百合丘、百合丘

王禅寺、虹ケ丘、白山、王禅寺西、王禅寺東

岡上、上麻生、下麻生、早野

片平、栗木、栗木台、栗平、黒川、五力田、白鳥、古沢、万福寺、南黒川、はるひ野

小台、宮崎、馬絹

宮崎１～６丁目、宮前平

犬蔵、五所塚、潮見台、神木本町、白幡台、菅生、菅生ケ丘、平、南平台、初山、水沢

多摩区

和泉、登戸、登戸新町

菅、菅稲田堤、菅北浦、菅城下、菅仙谷、菅野戸呂、菅馬場

中野島、布田

宿河原、堰、長尾

生田、東生田、東三田、枡形、栗谷、寺尾台、長沢、西生田、三田、南生田

宮前区

梶ケ谷、野川本町、西野川、野川台、南野川

けやき平、神木、土橋

有馬、鷺沼

東有馬

高津区

宇奈根、久地、溝口

梶ケ谷、上作延、坂戸、下作延、久本、向ケ丘

下野毛、北見方、諏訪、瀬田、二子

明津、蟹ケ谷、子母口・子母口富士見台、新作、千年、千年新町、久末、末長、北野川、東野川

中原区

上新城、下小田中、下新城、新城、新城中町、宮内、上小田中

市ノ坪、小杉、小杉御殿町、小杉陣屋町、小杉町、等々力、今井上町、今井仲町、今井西町、今井南
町
上丸子山王町、上丸子天神町、上丸子八幡町、新丸子東、新丸子町、丸子通

上平間、上丸子、北谷町、下沼部、田尻町、中丸子、

大倉町、井田、井田三舞町、井田杉山町、井田中ノ町、木月伊勢町、木月大町、木月祗園町、木月
住吉町、木月、苅宿、西加瀬

町名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(町丁コード順) 

※各種統計データの捕捉などの観点から、一部、エリアを調整している場合があります。 
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３ 災害福祉の充実に向けた取組の推進 第３部 

３ 災害福祉の充実に向けた取組の推進 

（１）近年の大規模災害と国の動向 

平成 23(2011)年の東日本大震災においては、被災地全体の死者数のうち高齢者の死

者数は約６割を占めたほか、障害者の死亡率は被災住民全体の死亡率の約２倍に上りま

した。また、消防職員・消防団員の死者・行方不明者は 281 名、民生委員の死者・行方

不明者は 56 名にのぼるなど、多数の支援者も犠牲となりました。 

こうした東日本大震災の教訓を踏まえ、平成 25(2013)年の災害対策基本法の改正に

おいては、市町村による避難行動要支援者（自ら避難することが困難で、迅速な避難の確

保を図るため特に支援を要する高齢者等）名簿の作成を義務化し、同名簿に掲載された

避難行動要支援者の避難の実効性を確保するため、当該避難行動要支援者ごとに避難支

援等をあらかじめ定める個別避難計画の作成を進めることが適切であるとの考えが示さ

れました。 

また、令和元(2019)年東日本台風や令和２(2020)年７月豪雨など近年の災害では、

高齢者をはじめとする避難行動要支援者が被害にあっており、個別避難計画の作成も十

分とはいえない状況であったことから、令和３(2021)年５月の災害対策基本法の改正に

おいて、避難行動要支援者に対する個別避難計画の作成を市町村の努力義務とするなど

の規定等が創設されました。 

 

（２）本市における災害福祉の取組 

１ 災害福祉調整本部の設置と体制強化 

市内の入所系施設を中心とした高齢者、障害者に係る社会福祉施設や災害時要援護

者等の情報を集約し、地域の関係機関や他都市、国との連携を深め、この分野における

的確な判断と迅速な対応が行えるよう、災害時には市の災害対策本部と同じ設置基準

により、健康福祉部内に災害福祉調整本部を設置します。 

また、大規模な風水害等の発生が予測される場合においては、災害対策本部の設置に

関わらず、情報収集を行うとともに関係機関への情報発信などを行います。 

災害福祉調整本部からは、二次避難所連絡要員を各区本部の保健衛生・福祉班へ派遣

し、区本部と避難所及び二次避難所との連絡調整並びに災害時要援護者等の搬送調整

などを行います。 
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第３部 ３ 災害福祉の充実に向けた取組の推進 

【市災害福祉調整本部の位置付け】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 二次避難所及び関係機関に係る情報収集・伝達体制の強化 

二次避難所とは、一般的な避難所において生活に支障をきたす方がいる場合に、協定

や要綱に基づき、福祉施設等を災害時要配慮者の避難場所として使用する施設等です。

二次避難所については、施設管理者等と人員体制、連絡体制等を踏まえて、二次避難所

の開設及び運営について協議、調整することとしており、災害発生時には、締結した協

定等に基づき施設の安全確保や職員の配置等の確認を行った後、必要に応じて二次避

難所を開設することとしています。令和５(2023)年３月末時点で約 230 施設と協定

等を締結しています。 

また災害時における円滑な情報受伝達を図るため、入所施設を中心とした高齢者、障

害者に係る社会福祉施設と災害福祉調整本部、区役所、関係団体などを繋ぐ、川崎市災

害時高齢者・障害者施設等情報共有システム（通称「E-Welfiss」）を令和４(2022)年

７月に導入し、平時から、情報共有システムを中心に、電話、MCA 無線、電子メール、

防災アプリ等の複数の手段を組合せた情報伝達及び情報収集体制を整備し、発災時に

おいて災害福祉調整本部が機能できるよう取組を進めています。 

【E-Welfiss 全体図】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

川崎市 災害対策本部 
◎市長 

健康福祉部 
◎健康福祉局長 

保健医療調整本部 

○○部 △△部 ●●区本部 

保健衛生・福祉班 

災害福祉調整本部 
二次避難所連絡要員 

（災害福祉調整本部から
各区へ派遣） 

【市直営】二次避難所 
３地域リハビリ 

テーションセンター 
（南部・中部・北部） 

連携 

※区本部・避難所と二次避
難所との連絡調整や搬送
調整等の役割を想定 
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４ かわさきパラムーブメントの推進 第３部 

３ 個別避難計画の取組状況について 

令和３(2021)年５月、災害対策基本法の改正により、５年後を目途として、災害時

における個別避難計画の作成が自治体に対し努力義務化されたことなどを踏まえ、本

市では災害が発生、または災害が発生する恐れがある場合に、避難行動に支援が必要な

災害時要援護者に対し、災害時の具体的な避難方法や安否確認の円滑化などを目的と

して、災害時個別避難計画の作成を行っています。 

作成対象者について、市内在住の障害福祉サービス利用者で、障害支援区分４以上、

及び移動支援、同行援護、行動援護を利用する方として、原則として障害支援区分６の

方を最優先にして、約 2,000 人を対象に、令和４(2022)年１月から作成を開始し、

令和５(2023)年３月末時点で約 300 件が作成済となっています。 

また、医療的ケア児・者に関しては、本市医療的ケア児・者等支援拠点により令和５

(2023)年２月から計画作成を開始しています。 

 

 

 

４ かわさきパラムーブメントの推進 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機として、本市では多

様性（ダイバーシティ）と社会的包摂（ソーシャル・インクルージョン）の象徴としてパ

ラリンピックに重点を置く「かわさきパラムーブメント推進ビジョン」を平成

28(2016)年度に策定し、平成 30(2018)年度からの第２期推進ビジョンでは、こうし

た大会の持つ価値を最大限に活用することを前提に、「誰もが自分らしく暮らし、自己実

現を目指せる地域づくり」を目指し、「人々の意識や社会環境のバリアを取り除き、誰も

が社会参加できる環境を創出すること」を理念として掲げ、令和４(2022)年度には、共

生社会の実現に特化した形で見直しを行い、未来へ遺していくものとしてのレガシーの

形成に向けて全庁的な取組を推進しています。 

大会終了後も大会によって高まった機運を活用し、本市が抱える様々な社会問題を解

決するためにより一層共生社会の実現に向け、多様な主体による取組が、それぞれ自律

的・持続的な活動へと発展し、レガシーが形成されるよう取組を推進していきます。 
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第３部 ５ SDGs（持続可能な開発目標）の推進 

５ SDGs（持続可能な開発目標）の推進 

本市では、全庁が一丸となって SDGs のゴール達成に向けた取組を進めており、令和

元(2019)年７月には国から「SDGs 未来都市」に選定され、3,000 者を超える事業者・

団体が参加する「かわさき SDGs パートナー登録・認証制度」や、取組を支援するため

の仕組みとしての「川崎市 SDGs プラットフォーム」を中心に、市民・事業者と連携し

た様々な取組を推進しています。 

令和４(2022)年３月に策定した「川崎市総合計画第３期実施計画」では、すべての事

務事業を SDGs のゴールと関連付け、総合計画と一体的な SDGs 推進を図っており、令

和５(2023)８月には、庁内の SDGs 取組の一層強化に向け、「Kawasaki City SDGs 

Guidance ～川崎市庁内 SDGs 取組の進め方～」を策定し、市としての取組の更なる強

化を進めています。 

本市の SDGs 推進に向けた取組状況を踏まえ、本計画に位置付けられた施策を推進す

るにあたっては、以下の SDGs のゴールの達成に寄与することを念頭に置きながら、取

組を進めます。 

  

 

 

 

 

 

※SDGs（エスディージーズ）は、「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略で、
17 のゴール、169 のターゲット等から構成され、平成 27（2015）年 9月の国連サミットで、全会一致
で採択された世界共通の目標。取組期間は 2016～2030 年の 15 年間。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４部 

地域リハビリテーションの推進 
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第４部 １ 地域リハビリテーションの位置付けと考え方 

１ 地域リハビリテーションの位置付けと考え方 

地域リハビリテーションの考え方は、平成 12(2000)年に策定した「川崎市における

総合的な地域リハビリテーションシステム構想について」など、これまでの障害関連計

画においても位置付けられてきましたが、今後はその対象を拡大し、全世代・全対象型の

包括的な支援体制の基盤として推進する必要があります。 

また、今後の更なる高齢化の進展を見据え、急速に増加する医療・介護ニーズに対応で

きるよう、地域包括ケアシステムの構築を支えていくことが求められています。本市で

は、こうした取組を全ての地域住民を対象として進めることとしており、高齢者、障害

児・者等が、可能な限り、住み慣れた場所や自らの望む場所で安心して暮らし続けること

のできる地域を目指しています。 

本計画においては、このような「川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン」に掲げる

考え方に基づき、障害福祉施策を推進することとしていますが、こうした考え方を実現

する技術基盤として「地域リハビリテーション」を位置付け、次の２つの方向性により進

めていきます。 

１つ目は、対象者を年齢や疾病、障害の種別等で限定しない、全世代・全対象型の地域

リハビリテーション体制を構築することです。 

近年、福祉ニーズが複雑化・複合化していることが指摘されていますが、福祉制度や相

談機関は、専門性を確保するために分野別の支援体制となっています。より困難な課題

を抱える制度の狭間にある方や複合的なニーズを有する方が、適切な支援を受けながら

地域で生活していくことができるよう、専門的な相談支援を包括的に提供できる支援体

制を整備していきます。 

２つ目は、現在そして将来の生活全体と環境を見渡したリハビリテーションを、地域

の中で提供していくことです。 

「リハビリテーション」という用語は、単に体を起こしたり、歩いたりできるようにす

る身体的な機能回復訓練として捉えられがちですが、本市が目指すリハビリテーション

は、これにとどまらず、食事、入浴、掃除や料理などの日常生活活動、さらには地域活動

や就労を含めた社会参加やそれによる生活の質の向上まで、生活全体を回復させるため

のあらゆる活動をリハビリテーションの対象とします。こうしたリハビリテーションを、

病院や施設ではなく、生活の場である地域の中で提供するため、専門職はもちろんのこ

と、ホームヘルパーや相談支援員、家族、ボランティアなど、ケアを必要とする方の生活

に関わるあらゆる方が担い手となってリハビリテーションを展開することにより、住み

慣れた場所や自らの望む場所で、質の高い生活を送り続けることができるようにしてい

きます。 
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第４部 １ 地域リハビリテーションの位置付けと考え方 

 
地域リハビリテーションのイメージ 

 

●身体を動かせるようにするだけでなく、食事ができるようにする、洗濯をできるように

する、働けるようにするといった生活全体を支える取組を推進します。 

●病院や施設ではなく生活の場である地域の中で、専門職だけではなく、生活に関わるあ

らゆる方が担い手となってリハビリテーションを展開することにより、住み慣れた場所

や自らの望む場所で、質の高い生活を送り続けることができるようにしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域リハビリテーション支援体制の基本理念 

 

地域性 個々の状態に応じたリハビリテーションをできるだけ身近で提供する。 

総合性 
リハビリテーションを必要とするすべての人々のために、利用可能なすべて

のリハビリテーション技術、地域資源の活用を促す。 

専門性 専門性の高いリハビリテーション技術をチームアプローチにより提供する。 

連続性 状態や環境の変化に応じた適切なサービスを提供する。 

 

（２）地域リハビリテーションの推進に向けた取組 

●総合リハビリテーション推進センターにおいて、行政と民間の協働体制をとってい

ることのメリットを最大にできるよう協働と連携を進めます。 

●専門職に限らず、地域の中で生活に関わる支援機関がリハビリテーションの担い手

として、知識や技術を高められるよう研修事業等を通じて取り組みます。 

●総合リハビリテーション推進センターにおいて、障害者更生相談所と精神保健福祉

センターを統合したことのメリットを活かし、医療との連携も図りながら、支援ニー

ズの複雑化・多様化に対応します。 

●国立障害者リハビリテーションセンターや国立精神・神経医療研究センターを含む

市内外の研究機関等との連携を推進し、その成果を情報発信や活動に活かします。 

医 師 

看護師 

リハビリ 

専門職 

家 族 

ボランティア 

介護福祉士 

 ホームヘルパー 

 
ケアマネジャー 

相談支援専門員 

 
病院・施設ではなく、 

生活の場での 
リハビリ 

 
身体機能の向上だけ 

ではなく、生活全体の質を 
向上させるリハビリ 

座る・立つ・歩く等ができるように
訓練する 

食事・排せつ・着替え・入浴等ができるよう
に、本人への働きかけと環境調整をする 

地域の中で生きがいと役割をもって生活で
きるような居場所と出番づくりを支援する 

掃除・洗濯・料理・外出等ができるように、
働きかけと環境調整をする 

機能回復訓練 日常生活支援 

生活活動支援 社会参加支援 
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第４部 ２ 地域リハビリテーションの推進体制 

２ 地域リハビリテーションの推進体制 

本市では、これまで、「川崎市における総合的な地域リハビリテーションシステム構想

について（平成 12(2000)年）」や「川崎市リハビリテーション福祉・医療センター再編

整備基本計画（平成 20(2008)年）」、「川崎市地域リハビリテーションセンター整備基

本計画（平成 24(2012)年）」等に基づき、地域リハビリテーションの支援拠点を段階的

に整備してきました。こうした経過を踏まえながら、今後は、次の３つを柱とした体制に

より、地域リハビリテーションを推進していきます。 

（１）地域リハビリテーションセンターによる専門的な支援の提供 

（２）総合リハビリテーション推進センターによるサービスの質の向上 

（３）重層的な支援体制による効率的で包括的な相談支援の提供 

 

（１）地域リハビリテーションセンターによる専門的な支援の提供 

北部（平成 20(2008)年開設）、中部（平成 28(2016)年開設）、南部（令和３(2021)

年４月開設）の３か所の地域リハビリテーションセンターでは、ケアマネジャーや障害

者相談支援専門員等が実施する相談支援において必要となる専門的な評価・判定や、サ

ービスを利用する際に必要となる専門的な調整・助言を提供します。また、区役所や諸機

関の活動が適切に行われるよう支援します。 

こうした取組を通して、本人や家族の意向や生活状況を的確に把握した上で、ニーズ

に即した支援を効果的に提供できるようにすることで、地域における生活の質の向上を

目指します。 

 

多職種・多機関連携による地域リハビリテーション 
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第４部 ２ 地域リハビリテーションの推進体制 

高齢者支援の課題 障害者支援の課題 障害児支援の課題

・医療・介護連携体制の整備

・リハビリ機能の強化

・看取り支援

・認知症対策 等

・難病や高次脳機能障害の支援

・発達障害者支援

・ひきこもり支援・自殺対策

・依存症対策 等

・学校や保育所等との連携

・障害児の放課後対策

・医療的ケア児支援 等

現行の障害者に対する支援に加え、
高齢者や障害児も含めたサービスの質の向上やネットワーク化を推進

調査研究機能 連携調整機能 人材育成機能

関連施策や先進事例の情報を収
集するとともに、本市における
支援のあり方を検討
（外部研究機関との共同研究体
制を検討）

調査研究の成果を踏まえ、市内
の施設・事業所間の連携強化に
向けた助言・支援を実施
（法人や事業所をまたいだ連携
体制の構築）

相談支援従事者等（ケアマネ
ジャー等）に対して、専門的な
研修を実施
（併設の総合研修センターと共
同で実施）

（２）総合リハビリテーション推進センターによるサービスの質の向上 

令和３(2021)年４月に開設した総合リハビリテーション推進センターは、障害者更生

相談所と精神保健福祉センターの機能を中核としつつ、高齢者や障害児も含めたサービ

スの質の向上やネットワーク化を推進する機関として位置付け、保健医療福祉に関する

地域資源の全市的な連携拠点としていきます。 

その具体的な役割として、地域リハビリテーションセンターの統括を行うとともに、

民間の施設・事業者も含めた全市的なサービスの質の向上を図るため、保健医療福祉サ

ービスに関する調査研究・連携調整・人材育成を推進します。なお、人材育成について

は、併設する総合研修センターと共同で取組を展開します。 

 

総合リハビリテーション推進センターの役割 
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第４部 ２ 地域リハビリテーションの推進体制 

（３）重層的な支援体制による効率的で包括的な相談支援の提供 

少子高齢化が進展する中で、家族形態の変容とともに、支援が必要な方を地域で支え、

課題を解決していくという地域力が低下傾向にあります。 

こうした中、障害のある方の親など支え手となる家族の高齢化や、障害のある方自身

の加齢に伴う障害の重度化・重複化、医療技術の進歩等による医療的ケア児の増加など、

支援ニーズはますます増加・多様化しています。 

このような状況においても、誰もが可能な限り、住み慣れた場所や自らの望む場所で

安心して暮らし続けることのできる地域をつくっていくためには、これまでの分野別、

年齢別の支援にとどまらず、対象者を限定しない、全世代・全対象型の地域リハビリテー

ションを展開し、個々のニーズに対して迅速かつきめ細かな支援を提供しつつ、高度で

専門的なニーズや多様なニーズにも対応できるようにしていくことが必要となります。 

このため本市では、相談支援体制を３次体制に再編した上で、１次相談ではニーズの

ある全ての方を対象として、２次相談ではさらに専門的な支援が必要な方を対象として

１次相談機関をバックアップする体制とします。その上で、３次相談では、２次相談だけ

では対応が難しい医療、リハビリテーション、心理、支援環境、福祉用具、住環境等に関

する高度な調整が必要な方を対象として、医師を含む多職種チームによる専門的な評価・

判定・調整によって、２次相談機関をバックアップしていきます。 

このような重層的な相談支援体制を整備することによって、専門職を効率的に配置し、

個別性や機動性を確保しつつ、高度な相談にも包括的に応じることができるよう総合性

や専門性を確保していくことを目指します。 

また、ニーズ変化や事務量の増加等によって、１次、２次相談の対応体制に変化が生じ

ていることや地域リハビリテーションセンター（及び地域療育センター）だけでは対応

することが難しくなっている状況もあることから、実情を踏まえて新たに創設した相談

支援機関の拡充や業務の見直しを図るとともに、３次相談機能の更なる充実に向けた取

組を検討していきます。  
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第４部 ２ 地域リハビリテーションの推進体制 

 

相談支援体制の階層別機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、上記の「相談支援体制の階層別機能」に、本市の相談支援機関を具体的に当て

はめると、下記の図のとおりとなります。 

 

川崎市が目指す重層的な相談支援体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○個別性・機動性が求められる相談は、1 次相談で対応 

○権利擁護や虐待等の支援が必要な相談は、2 次相談でバックアップ 

○専門的な評価・判定が必要な相談は、3 次相談でバックアップ 

地域みまもり支援センター（福祉事務所・保健所支所）

高齢者支援係 障害者支援係 精神保健係
地域支援課

地域包括支援
センター

障害者相談支援

センター（基幹
型・地域型）

居宅介護
支援事業所

地域リハビリテーションセンター
（南部・中部・北部）

指定特定相談
支援事業所

児童相談所

３次相談

専門的な
評価・調整

２次相談

専門的な
相談支援
（権利擁護・
虐待対応）

１次相談

サービスの
利用調整

高齢者支援 障害者支援 障害児支援 子ども家庭支援

総
合
研
修
セ
ン
タ
ー

総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
推
進
セ
ン
タ
ー

調
査
研
究

・
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整

・
人
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地域療育センター

児童発達支援
放課後等デイ

保育所・幼稚園
学校 等

地域リハビリテー
ション支援拠点

子ども
発達・相談センター

専門職を効率的に配置し、 

高度な相談にも包括的に 

応じることができる体制を整備 

１次相談

○対象者 支援ニーズのある全ての方
○支援内容 日常生活に関する相談全般

（サービスの利用調整等）

２次相談

○対象者 専門的な支援が必要な方
○支援内容 専門的な相談支援

（権利擁護や虐待対応等）

３次相談

○対象者 高度な調整が必要な方
○支援内容 専門的な評価・判定・調整

（医療、リハビリ、心理、
福祉用具、住環境等）

医師・保健師
理学療法士・作業療法士・言語聴覚士

心理職・社会福祉職

保健師
社会福祉士

主任ケアマネジャー 等

ケアマネジャー
相談支援専門員 等

総合性
専門性

個別性
機動性

バックアップ

バックアップ

地域リハビリテー
ション支援拠点 

子ども 
発達・相談センター 
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第４部 ３ 地域リハビリテーションに関する各施策の方向性 

地域リハビリテーションセンター
（市設置・市内３か所）

地域リハビリテーション支援拠点

○障害者制度との一体的な調整が必要なケース

○権利擁護や虐待対応が必要な困難ケース

○施設や事業所との間でトラブルが生じている
ケース

○リハビリや福祉用具・住宅改修等に関する
専門的な助言が必要なケース

○課題が複合化していないケース

病院・老人保健施設に設置

３ 地域リハビリテーションに関する各施策の方向性 
 

（１）高齢者施策 

本市の地域リハビリテーションは、要介護状態又は要支援状態となった高齢者にも対

応するものとしていきますが、対象となる方が非常に多いことから、市が設置する 3 か

所の地域リハビリテーションセンターだけで、全ての高齢者のニーズに対応することは

困難です。このため、高齢者を対象とした地域リハビリテーションについては、市内８か

所の病院や老人保健施設等に地域リハビリテーション支援拠点を設置しており、さらな

る体制強化を図っていきます。 

 

 

高齢者施策における仕組み 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

地域リハビリテーション 
（市内３か所） 

地域リハビリテーション支援拠点 

ケアマネジャー 

地域包括支援センター 
 生活訓練 

福祉用具 

デイサービス 

社会参加支援 

住宅改修 

ホームヘルプ 
③評価 

②調整 ④調整・助言 

①相談 
⑤サービス提供 

リハビリの 
視点を踏まえた 

本人・家族 

地域資源 住環境 



 

80 
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障害者・家族

総
合
的
な
相
談
支
援

専門的な相談支援（権利擁護、虐待対応等）

専
門
的
な
評
価
・
判
定
・
調
整

地
域
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー

（
専
門
的
な
評
価
・
判
定
・
調
整
）基幹相談支援センター

（地域の相談支援機関等に対する後方支援、広域的な調整等）

障害福祉サービスの利用支援

指定特定相談支援事業所
（計画相談支援、基本相談支援）

通所施設・入所施設・グループホーム
（代替的なサービス等利用計画作成支援）

※本人希望時

地域相談支援センター
（継続的な相談支援、情報提供等）

区
地
域
み
ま
も
り
支
援
セ
ン
タ
ー
・
地
区
健
康
福
祉
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

（
支
給
決
定
を
伴
う
相
談
支
援
、
専
門
的
な
相
談
支
援
等
）

相
談
支
援

相
談

後方
支援

後
方
支
援

調整・
助言

調整・
助言

連携

（２）障害者施策 

本市では、障害のある方の増加に伴い、障害福祉サービス利用者が年々増加しており、

障害福祉サービスを利用する際に必要となる「サービス等利用計画」を作成する計画相

談支援のニーズも増加しています。また、障害福祉サービス利用以外の課題を持つ方や、

複合的な課題を持つ方の相談支援ニーズも増加しています。 

このため、障害福祉サービス利用者については、希望する全ての方に計画相談支援を

提供できる体制を目指し、指定特定相談支援事業所（計画相談支援を提供する事業所）の

拡充に取り組むとともに、現状、セルフプランにより障害福祉サービスを利用している

方への支援方法や指定特定相談支援事業所に対する後方支援等のあり方について、検討

を進めていきます。 

また、各区地域みまもり支援センターや地域相談支援センター（身近な地域で障害の

ある方やその家族等からの相談に応じ、継続的な相談支援や情報提供等を行う相談機関）、

基幹相談支援センター（指定特定相談支援事業所や地域相談支援センター等に対する後

方支援、広域的な調整等を行う相談機関）において、障害福祉サービス利用の有無に関わ

らない総合的な相談支援や、権利擁護・虐待対応等の専門的な相談支援を行う体制を整

備します。 

さらに、地域リハビリテーションセンターにおいて専門的な評価・判定・調整が必要な

相談に対応するとともに、各相談機関をバックアップすることにより、必要とする全て

の方に相談支援を提供できる体制を整備していきます。 

 

 

障害者施策における今後の相談支援体制 
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第４部 ３ 地域リハビリテーションに関する各施策の方向性 

（３）障害児施策 

本市では、発達に心配のある子どもに関する相談や、保育所・幼稚園・学校等における

対応件数が急増しており、専門的な支援を提供する地域療育センターにおいて、新規相

談の待機期間の長期化や、関係機関に対する助言・支援機能が低下するなどの課題が生

じています。 

このため、発達に心配のある子どもの相談支援ニーズに対応する「子ども発達・相談セ

ンター」を整備するとともに、地域療育センターについては、障害者手帳の取得が見込ま

れるなど、より専門的な支援が必要な子どもに対象を特化することとし、支援体制を整

備します。 

この体制により、障害・発達特性に応じた相談支援を適時適切なかたちで提供しなが

ら、保育所・幼稚園・学校等に対する助言・支援を一体的に提供できるようにすること

で、障害児（疑いを含む）を支援する関係機関が一体となって、未就学児から就学児まで

一貫した支援を展開していくことを目指します。 

 

 

障害児施策における仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

子ども発達・相談センター 地域療育センター 

外来 
（医師、リハ職等 

を配置） 

専門的な相談・ 

評価・判定 

一体的に 
実施 

一体的に 
実施 

専門相談支援 

発達相談、子育て相談等 

子どもの評価 

相談 
通所 

子ども 

保護者 

通所 
通学 

通園 
（児童指導員・ 

 保育士等を配置） 

療育・発達支援 

児童発達支援 

療育・発達支援 

発達・子育て支援事業 

学齢児支援事業等 

 助言 
支援 

保育所 

幼稚園 

学校等 

障害者手帳の取得が 
見込まれる子どもに対応 

発達に心配のある子どもに対応 
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（４）包括的な相談支援 

近年、福祉ニーズの複雑化・複合化に対応するため、分野を超えて総合的に相談に応

じ、関係機関と連絡調整等を行う体制を整備することが求められています。 

本市では、平成 30(2018)年度に包括的相談支援に関する実態調査を実施したところ、

全体の７割が分野ごとの相談で、課題が複合化しており包括的な相談支援が必要なケー

スでも、２割は現行体制で調整可能なものであることが明らかになりました。このため、

当面の間は、現行の分野別支援体制を維持するとともに、全世代・全対象に対応する地域

リハビリテーションセンターが相談支援機関をバックアップすることにより、様々なニ

ーズのある相談にも包括的に対応できるようにしていきます。 

また、課題が複合化して調整が難しいケースは、専門分野ごとの特性に配慮した全体

的な調整が必要であることから、総合リハビリテーション推進センターにおいて、組織

ごとの相互理解を進めるとともに、専門分野間連携を円滑に行える相談支援従事者の育

成を推進していきます。 

 

川崎市における包括的相談支援の取組 
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第５部 

障害福祉施策の推進（障害者計画） 
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第５部 １ 基本理念 

１ 基本理念 
 

本市では、「誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続けることができ

る地域の実現」を基本理念とする、『川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン』を上位

概念とし、具体的な施策に推進ビジョンの考え方を反映していますが、推進ビジョンに

基づく具体的な取組を継続的に推進することで、令和８(2026)年度以降も見据えながら、

地域包括ケアシステムを構築していく必要があります。 

従って、推進ビジョンを踏まえた取組を継続するなど、本市施策の継続性を確保する

観点から、第４次かわさきノーマライゼーションプランの基本理念「障害のある人もな

い人も、お互いを尊重しながら共に支え合う、自立と共生の地域社会の実現」を、本計画

においても引き続き継承し、地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

『障害のある人もない人も、お互いを尊重しながら共に支え合う、

自立と共生の地域社会の実現』 

第５次かわさきノーマライゼーションプランの基本理念 

 

『誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で 

安心して暮らし続けることができる地域の実現』 

川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンの基本理念 
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第５部 ２ 社会情勢の主な変化と課題 

障害者自立支援法が施行された平成

18(2006)年と比べ、障害者手帳 

交付者数は、身体障害、知的障害、

精神障害ともに増加しています。 

27,667 
32,153 
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２ 社会情勢の主な変化と課題 
 

（１）障害のある方の増加・多様化 

●障害者手帳交付者数は、平成 18(2006)年４月の 37,480 人から令和５(2023)年

４月の 65,582 人と約 1.7 倍に増加しており、障害のある方への支援ニーズは年々

高まっています。 

●平成 23(2011)年の障害者基本法の改正により、障害者の定義が見直されるととも

に、平成 25(2013)年施行の障害者総合支援法では難病患者等が障害福祉サービス

の対象に加わるなど、障害の範囲が拡大しており、障害者手帳の交付を受けていない

方も含め、支援を必要とする方が増加しています。 

また、団体ヒアリングの意見（44～47 ページを参照）や川崎市地域自立支援協議

会からの意見（48～51 ページを参照）など、支援ニーズも多様化しています。 
▶精神障害のある方のうち、精神障害者保健福祉手帳を所持している方はごく一部と考えられます。令和５年

版障害者白書（内閣府）によると、全国の精神障害者は 614.8 万人で、その割合は人口 1,000 人当たり約

49 人となっています。これに基づくと本市では約 76,000 人と推定されます。 

（令和 2(2020)年 4 月 1 日時点の精神障害者保健福祉手帳の所持者数は 13,952 人です） 

▶発達障害や高次脳機能障害、難病患者など、障害者手帳の交付は受けていないが一定の支援を要する方も

相当数いるものと考えられます。 

●増加・多様化するニーズに対応するため、相談支援体制や地域生活支援体制の充実を

図る必要があるとともに、高齢者を含む全世代・全対象型の支援体制（地域リハビリ

テーション）を構築する必要があります。 

 

身体障害児・者数               知的障害児・者数 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※各年４月１日現在、健康福祉局障害福祉課調べ    ※各年４月１日現在、健康福祉局障害福祉課調べ 

精神障害児・者数 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年４月１日現在、健康福祉局総合リハビリテーション推進センター調べ 
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第５部 ２ 社会情勢の主な変化と課題 

18歳未満

2.4%

18歳以上

65歳未満

29.9%

65歳以上

67.7%

n=36,964

知的障害者や精神障害者についても、65 歳以上の高齢者の数が増加傾向にあります。 

身体障害者の約３分の２が 65 歳以上の高齢者となっています。 

（２）高齢障害者の増加と障害の重度化・重複化 

●本市の高齢者人口は年々増加を続け、令和４(2022)年 10 月１日時点で約 32 万人

となり、市の人口の約５人に１人が高齢者となっています。 

●障害のある方自身が高齢となる場合や、加齢に伴い要介護状態となって障害者手帳

を取得する場合など、高齢障害者が増加しています。 

●加齢に伴い障害が重度化・重複化する傾向があることから、医療的ケアなどを含めた

対応が求められており、保健・医療分野等との連携を強化する必要があります。 

●高齢障害者や重度・重複障害等にも対応する多様な住まい方を実現するため、多様な

ニーズに対応できる住まいの場を確保する必要があります。 

 

身体障害者の年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和５(2023)年４月１日現在、健康福祉局障害福祉課調べ 
 
 

 

 

 
65歳以上の知的障害者数             65歳以上の精神障害者数 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

※各年４月１日現在、健康福祉局障害福祉課調べ ※各年４月１日現在 

      健康福祉局総合リハビリテーション推進センター調べ 
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第５部 ２ 社会情勢の主な変化と課題 

主な介助者・支援者は「母」「父」「配偶者」が多くなっています。 

24.7 

22.2 

15.8 

9.6 

7.3 

0% 10% 20% 30%

母

父

配偶者

子

その他の親族 n=3,593

（３）障害児支援ニーズの増加・多様化 

●医療技術の進歩や障害に対する理解の深まりに伴い、障害児として診断・判定される

子どもが大幅に増えており、障害児に対する支援ニーズは増加・多様化しています。 

●令和３(2021)年の医療的ケア児支援法の施行や令和４(2022)年の児童福祉法の改

正などを踏まえ、障害児の支援ニーズに対してきめ細やかな対応が求められている

ことから、障害の特性や子どもの育ちの段階（ライフステージ）に応じた切れ目のな

い包括的な支援体制を構築する必要があります。 

●出生直後から NICU（新生児集中治療室）に入院し、退院後も経管栄養やたんの吸引

などの医療的ケアを必要とする「医療的ケア児」が増加しています。令和３(2021)

年の医療的ケア児支援法の施行を踏まえ、心身の状況に応じた適切な支援に取り組

む必要があります。 

 

 

（４）障害のある方を支える家族の高齢化 

●高齢化の進展に伴い、最も身近な支援者である家族の高齢化も進んでおり、これまで

家族が支えていた領域への支援が必要となります。 

●支援ニーズの増加に対応するため、障害福祉サービスを担う人材を確保するととも

に、ボランティアや障害当事者を含めた多様な支え合いを行うなど、支援の担い手を

確保する必要があります。 

●親族の扶養や援助により生活している方が、親族の高齢化に伴い経済的に困窮する

ことを防ぐとともに、障害のある方が障害のない方と同じく地域の中で共にいきい

きと生活できるようにするため、経済的な自立に向けた雇用・就労支援を行う必要が

あります。 

 
主な介助者・支援者（複数回答）[在宅系] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：川崎市障害のある方の生活ニーズ調査（令和４(2022)年度） 
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第５部 ２ 社会情勢の主な変化と課題 

39歳以下

10.5%

40～64歳

38.0%

65～74歳

11.5%
75～79歳

3.1%

80～84歳

2.6%

85歳以上

2.1%

無回答

32.0%

n=799

主な介助者・支援者が「父」「母」の場合はその約２割が、「配偶者」の場合はその

５割以上が、65 歳以上の高齢者となっています。 

 

主な介助者・支援者「父」の年齢   主な介助者・支援者「母」の年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な介助者・支援者「配偶者」の年齢  主な介助者・支援者「子」の年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：川崎市障害のある方の生活ニーズ調査（令和４(2022)年度） 

 

 

  

39歳以下

15.2%

40～64歳

54.1%

65～74歳

14.0%

75～79歳

4.8%

80～84歳

4.4%

85歳以上

2.7%

無回答

4.8%

n=888

39歳以下

6.3%

40～64歳

34.4%

65～74歳

23.0%

75～79歳

13.7%

80～84歳

11.1%

85歳以上

7.7%

無回答

3.7%

n=569

19歳以下

28.0%

20～29歳

59.5%

30～39歳

8.7%

40～49歳

0.6%

50～59歳

0.3%

60歳以上

0.0% 無回答

2.9%

n=346
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第５部 ２ 社会情勢の主な変化と課題 

（５）共生社会の実現に向けた取組 

●地域のあらゆる住民が、「支え手」「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮らし、

生きがいをともに創り、高め合うことができる地域共生社会の実現が求められてい

ます。 

●障害者支援施設である県立「津久井やまゆり園」における大変痛ましい事件を契機と

して平成 28(2016)年度に策定された「ともに生きる社会かながわ憲章」について、

県と連携しながら理念の普及に取り組むことで、一人ひとりが障害のある方への理

解を深め、障害への差別や偏見をなくし、誰もが安全・安心に暮らせる地域共生社会

を実現する必要があります。 

●令和５年(2023)年度に施行された「神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例」につ

いて、県と連携し、障害のある方が障害を理由とするいかなる差別及び虐待を受ける

ことなく、自らの望む暮らしを実現することができ、誰もが喜びを実感することがで

きる地域共生社会を実現する必要があります。 

●地域共生社会の実現に向けては、障害者虐待防止法や障害者差別解消法、成年後見制

度など、障害のある方の権利擁護に関する取組を推進するとともに、全市民的な意識

の醸成（心のバリアフリー）が必要です。 

また、スポーツや文化芸術活動など、障害の有無に関わらず社会参加ができるように

するとともに、ソフト・ハード両面にわたるバリアフリー化などを推進する必要があ

ります。 

●令和４年(2022)年度に施行された「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーシ

ョン施策推進法」の趣旨を踏まえ、障害のある方があらゆる分野の活動に参加するた

めに、必要な情報を十分に取得・利用できるようにするとともに、円滑な意思疎通を

図ることができるようにすることが極めて重要です。 

心のバリアフリーとは 

平成 29(2017)年に国が策定した「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画（※）」を踏ま

え、本市においては、誰にもそれぞれ心身の特性や考え方があるという前提に立ち、すべて

の人々が相互に理解を深めようとコミュニケーションをとり、生かし合うという意識が醸成

され、かつ一人ひとりの具体的な行動が継続されている状態としての「心のバリアフリー」

を目指しています。その具体的な内容は以下のとおりです。 

・すべての人が、自他の個性を尊重し、相互にコミュニケーションをとることができる。 

・すべての人が、自らの心のバリアを取り除く実践的な行動をとっている。 

・社会的マイノリティの当事者が、自分たちも社会を構成するかけがえのない存在であるこ

とを確信し、社会生活上のバリアを取り除くうえで必要なことを他者に伝えられている。 

（※）心のバリアフリー及びユニバーサルデザインの街づくりに向けた取組の推進などについて規定するもの 
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第５部 ２ 社会情勢の主な変化と課題 

（６）大規模災害や新興感染症などの緊急時対応 

●東日本大震災や令和元年東日本台風などの発生を踏まえ、地震や風水害などの大規

模災害が発生した際にも円滑な支援が行えるよう、災害時における支援体制を整備・

強化する必要があります。 

●今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大における対応経過などを踏まえ、今後、

新たな新興感染症が発生した際などの緊急時対応のあり方についても整理・検討す

る必要があります。 
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●障害のある方の権利擁護に関する取組の

推進 

●市民意識の醸成（心のバリアフリー） 
●スポーツや文化芸術等の社会参加の促進 

●ソフト・ハード両面でのバリアフリー化 

●大規模災害や新興感染症への対応 

 
●多様なニーズに対応できる住まいの場の

確保 

●医療的ケア児・者への支援の充実など、 
保健・医療分野等との連携強化 

題 課 

 
●多様なニーズに対応する相談支援や地域

生活支援の充実 
●障害の特性やライフステージに応じた 

切れ目のない包括的な支援体制の構築 

題 課 題 課 

基本方針Ⅰ 育ち、学び、働き、暮らす 

～多様なニーズに対応するための包括的な支援体制（地域リハビリテーション）の構築～ 

基本方針Ⅱ 地域とかかわる 

～地域の中でいきいきと暮らしていける

「心のバリアフリー都市川崎」の実現～ 

基本方針Ⅲ やさしいまちづくり 

～誰もが安心・安全で生活しやすい 

      まちづくりの推進～ 

 

『障害のある人もない人も、お互いを尊重しながら共に支え合う、自立と共生の地域社会の実現』 

施策８ 権利を守る取組の推進 

①障害を理由とする差別解消の推進 
②障害者虐待防止に向けた取組の推進 
③成年後見制度等の推進 
④消費者トラブルの防止 
 
 
施策９ 心のバリアフリー 

①かわさきパラムーブメントの推進 
②障害の理解促進と普及啓発 
③学校における交流・福祉教育 
 
 
施策 10 社会参加の促進 

①パラスポーツの推進 
②文化芸術活動の推進 
③生涯学習の推進 

第５次かわさきノーマライゼーションプランの基本理念 

施策 11 バリアフリー化の推進 

①福祉のまちづくりの推進 
②公共交通機関のバリアフリー化 
③道路のバリアフリー化 
④公共施設のバリアフリー化 
⑤まちの情報提供の充実 
⑥情報バリアフリーの推進 
 
 

施策 12 災害・緊急時対策の強化 

①災害時や緊急時における支援体制
の充実 

②情報伝達手段の確保 
 

施策３ 子どもの育ちに応じた切れ目の
ない支援体制の充実 

①相談支援体制 
②療育支援体制 
③関係機関との連携 
④教育環境・教育活動 
⑤進路支援 
⑥放課後等の支援 
⑦家庭や地域活動への支援 
 

施策４ 多様な住まい方と場の確保 

①民間住宅における居住支援 
②公営住宅における居住支援 
③居住環境の向上支援 
④グループホーム 
⑤入所施設 
⑥高齢障害者への対応 

第５次かわさきノーマライゼーションプラン改定版施策体系図 

●高齢者や障害児・者等に対する包括的な支援体制（地域リハビリテーション）の構築 

 

『誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続けることができる地域の実現』 

社会情勢の主な変化 

題 課 

川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョンの基本理念 

施策５ 保健・医療分野等との連携強化 

①専門的な医療等の提供 
②医療給付・助成 
③医療と地域の連携 
④医療的ケアを必要とする方への支援 
 
施策６ 人材の確保・育成と多様な 

主体による支え合い 

①人材の確保・育成の推進 
②福祉サービスに対する第三者の視点 
③多様な主体による支え合い 
 
施策７ 雇用・就労・経済的自立の促進 

①就労意欲の喚起 
②就労移行・定着に向けた支援 
③企業への雇用支援 
④福祉的就労の支援 
⑤経済的支援 

大規模災害 

施策１相談支援体制の充実 

①相談支援体制 
②専門的な相談支援体制 
 
 
施策２ 地域生活支援の充実 

①生活支援サービス 
②日中通所サービス 
③情報コミュニケーション支援 
④移動及び外出の支援 
⑤福祉用具等による支援 
⑥精神障害者の地域移行・地域定着に

向けた支援 

施策体系 

 
●障害福祉サービスを担う人材の確保等 
●ボランティアや障害当事者を含めた多様

な主体による支え合い 
●経済的な自立に向けた雇用・就労支援 

障害の重度化・重複化 
家族の高齢化 支援ニーズの増加 共生社会実現に関する法制度 

新興感染症 

題 課 

障害の多様化 高齢障害者の増加 障害者の増加 

障害児支援ニーズの増加・多様化 


